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一《要約》
　1932（昭和7）年8月，カナダのオタワで英帝国経済会議（オタワ会議）が開催
された。この決議の結果，英国はカナダ，豪州，ニュージーランド，インドなどと
の間に広範な互恵協定を制定した。
　豪州政府は産業保護，輸入防遍の目的から1921年に保護主義的色彩の濃厚な新
関税法を制定していたが，オタワ会議以降はさらなる関税改正を行い，国内産業保
護の観点から課税品目を拡大し，多くの品目で課税額を引上げた。豪州連邦の関税
引上げは，日本の羊毛工業，人絹工業および関連貿易商社に大きな影響を与えた。
こうしたなか，1934（昭和9）年4月，豪州連邦政府副総理兼外務大臣ジョン・グ
レイク・レーサム（J．G．Latham）一行が「豪州東洋使節団（The　Australian
Eastern　Mission）」として極東地域を訪問し，日本にも約二週間滞在した。
　1935（昭和10）年7月，日本から豪州返礼使節団が両国関係の緊密化を図るこ
とを目的にキャンベラの豪州連邦政府当局を正式訪問した。日本としては，この使
節団を契機として日豪通商交渉を推し進めたいと考えていた。しかし，日豪関係は
日本脅威論を背景に，豪州政府が日本との通商関係を修正するという方向に向かっ
ていった。豪州政府は1936（昭和11）年5月に貿易転換政策に基づく関税改正を
行い，日本商品に対して輸入禁止的高関税を課した。これに対して，日本政府は同
年6月に対豪通商擁護法を発動するに至った。
　本稿では，豪州政府の貿易転換政策に基づいて実施された1936年の関税改正と
日豪通商関係にっいて，日本国内の新聞報道，豪州外務大臣レーサムの訪日レポー
トなどを中心に明らかにしたい。さらに，豪州政府の高関税の導入と日本側の強硬
な通商擁護法の発動のなかにあって，日豪貿易がどのような影響を受け，羊毛・人
絹関連企業，貿易商社，および国内経済団体はどのような対応を行ったかを明確に
することを目的としている。
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ll．1936年豪州貿易転換政策と日本の対応
（1）豪州政府の高関税の導入
　日本政府は，1934（昭和9）年4月6日に法律第四十五号「貿易調節及通
商擁護二関スル件」を公布した。この第一条には，「政府ハ外国ノ執リ又ハ
執ラントスル措置二対応シテ貿易ヲ調節シ又ハ通商ヲ擁護スル為特二必要ア
リト認ムルトキハ勅令ノ定ムル所二依リ関税調査委員会ノ議ヲ経テ期間及物
品ヲ指定シ関税定率法別表輸入税表二定ムル輸入税ノ外其ノ物品ノ価格ト同
額以下ノ輸入税ヲ課シ若ハ輸入税ヲ減免シ又ハ輸出若ハ輸入ノ禁止若ハ制限
ヲ為スコトヲ得」（’）と規定された。この法律の公布施行により，日本政府は
外国の貿易制限に対して貿易を調摯し，通商擁護を必要とする場合には関税
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調査委員会の議を経て輸入禁止あるいは輸入制限などの報復的行動に出るこ
とが可能となっていた。
　1936（昭和11）年1月に再開された日豪通商交渉は，当初，順調と見ら
れていた。しかし，2月20日に豪州側の通商大臣ガレットは村井総領事に
対して，綿布については日本が豪州側の要求する数量に統制すればその輸入
税率を据置く。ただし，人絹布にっいては従来の従価税を廃止して従量税に
改める，という旨の提案を申し出た。従量税に改めることの理由としては，
（1）豪州が対英輸出確保のために英本国の利益を考慮しなければならない
こと，（2）豪州国内産業の保護，（3）日本製品が余りに抵廉なために従価
税では関税収入の増加を期待できない，の三点を挙げた（2）。さらに，豪州側
は3月10日に高率従量税賦課を緩和する代わりに，豪州に輸入される日本
製綿布及び人絹布をそれぞれ5，000万平方ヤード，2，500万平方ヤードに自
制するよう求めてきた。日本側は応急策として豪州向け人絹布に高率の輸出
統制手数料を徴収してその価格を引き上げ，当分は新規注文を取らないこと
などの対応を行った。しかし，4月4日に豪州側は綿布及び人絹布の数量制
限を絶対必要と主張し，日本側がこれ等の数量制限の商議に応じられないな
らば，豪州側は輸入量を制限するに足る高率関税を付加する意向であるとし
て期限付きの回答を要求してきた（3）。この豪州側の提案に対して，日本政府
は数量制限には応じ難く，綿布にっいては現状維持，人絹布については価格
統制をもって対応すべしとの回答を行った。一方，豪州側は4月27日に，
（1）日本の提議は日本織物輸入制限に関する友好的取決めの基礎として受
諾しがたい，（2）連邦政府において何等かの措置を採用する際には村井総
領事に通告する，（3）連邦政府はこれ等の措置に拘らず日本政府が一般通
商交渉を継続することを希望する，という内容の回答をしたω。こうして，
1936年4月下旬には交渉妥結が不可能と予想されるようになった。1936年
4月23日の『東京朝日新聞』（5）は，社説で「日豪，日埃両会商の危機」を
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掲載した。この社説では，豪州とエジプトとの通商交渉は，これまで比較的
順調に進んでその成立も近いと予想されていたが，最近になって両会商とも
俄然暗礁に乗り上げ，殆ど絶望視すべき状態になったと報じている。とくに，
豪州政府は最近になって非協調的態度に急変し，本邦綿布並びに人絹布に対
し高度の輸入税倍徴を企図し，とりわけ，人絹織物に対する重圧的課税は誠
に極端なものであり，このような無理解な態度を表明し全面的に輸入阻止の
方策を執らんとする以上，会商の成立は絶望的であり，日本としても速かに
これが対応策をとる必要があると報じた。また，交渉決裂の原因としては，
豪州の背後に英国がいることを指摘し，日本が豪州より輸入超過であるとい
う点をもって日豪の通商協定を有利に展開することは困難であると述べてい
た。
　日本の綿織物，人絹織物の輸入制限問題にっいては，豪州国内でも多くの
議論が巻き起こっていた。1936年4月22日には，豪州の英国製造家協会会
頭のS・F・ファーガスンがメルボルンで「濠洲産品に対し制度的手段を講
じて，他国より之を求むべしとの日本の威嚇は左して意に介するの要無し。
日本は羊毛及小麦を除く外濠洲産品の輸入は殆ど見るべきもの無し，此等両
商品は世界の平準価格にて取引さるXものなり。されば一国が買付先を特定
の市場以外に求むるとも単に買付市場の変化を来す外何等の効無し，例へば
日本が小麦の買付を突然亜国に変更するとせば，一時的に亜国の小麦は異常
なる需要を喚起して其価格を世界平準価格以上に暴騰せしめ，他方濠洲の価
格を下落せしむることあらんも常に最低廉の市場を求むる買手は直に濠洲市
場に殺到し，臆て其価格を平準価格に復せしむべし。羊毛に就ても同様なる
が濠洲は最良質の羊毛の供給国たるの差あるのみ，右は日本も既に認むる所
にして，日本の外務当局も羊毛に就ては市場を他国に変更すと云ふが如き威
嚇を為さs“るによりても，此間の事情を察知し得べし」㈲と述べ，豪州政府
の導入しようとしている高関税政策に対する日本の威嚇は恐れるに足らずと
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主張した。
　4月23日には豪州連邦議会上院において，ニュー・サウス・ウェールズ
選出地方統一党上院議員アボットが，政府党のピアース外相との質疑応答の
中で「濠洲の農牧業者は，日本の商品に対し更に制限を加ふべしとの提案に
驚けり。羊毛業者は貿易制限に対する報復説に痛く衝動を受け居れり」（7）と
述べ，貿易制限に対する豪州国内羊毛業に対する打撃を危惧した。翌24日，
連邦労働党首領カーティンは日本との通商交渉が不調であることに関して
「濠洲は或国に対して殊に良き顧客に対して差別待遇を為し得べき地位に非
ず，血縁関係に基き英国に対し特恵関税を附与する以外には，濠洲は世界を
一体と考ふべきものなり。右は国家的にも必要なるのみならず，箇別的に通
商条約を締結し，或は米国及日本商品に対して差別的制限を為すが如き政策
よりも遥に得策なり。斯かる政策は何等の利益を齎さずして，反て此等の国
の好意を損すること疑無し。日本に対する差別的制限の濠洲の輸出貿易に与
ふる影響は，政府にとり極あて重大問題なるのみならず，濠洲全体にとりて
更に一層重大なり。尤も輸入の一般的制限ならば一国が特に軽侮されたりと
感ずる理由無きを以て斯かる憂ひ無かるべし」（8）と述べ，英国に対する特恵
関税以外は米国，日本といえども差別的関税を付与すべきでないと主張した。
　一方，4月下旬になると豪州の主要新聞は，高関税政策に対する日本政府
や主要新聞の反応を掲載した。シドニー・モーニング・ヘラルド紙は，天羽
外務省情報部長の言として「若し濠洲が其提唱通り日本人絹及綿布に対し過
酷なる輸入制限を加ふれば，本品の貿易は破壊すべきを以て，此情勢に応ず
る為政府は最善の手段を考究中なるが，或は濠洲産品の日本輸入を制限し，
之を他国より求めざるを得ざるやも計られずと語れり。（中略）天羽部長は
日本の毛織工場は何時にても，三井，三菱，兼松等の数社の輸入商に買付を
註文し之より買ひ得る立場にあり，此等輸入業者は濠洲羊毛市場に於て相互
に競争し居る為羊毛の価格を引上，濠洲の利益となり居れりと述べ斯かる組
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織は日本の自由取引事情に起因するものなれども，若し濠洲が現在の術策を
固執すれば廉価買付の為其買付方法を合理化すること必要を見るに到るべく，
右は或は対濠報復手段となるやも計られずと語れり」（9）と述べた。日本の羊
毛輸入商は豪州羊毛市場で価格引上げにおいて重要な役割を果しており，豪
州が輸入制限を実施すれば豪州羊毛貿易市場は混乱する恐れもあると示唆し
ている。
　日本の新聞紙上でも対豪貿易問題は大きく取り上げられた。『東京日日新
聞』は1936年4月23日の社説において，1935年に日本は豪州より2億
3，500万円（内羊毛1億8，000万円）の商品を購入しており，羊毛に関して
日本は豪州にとって英国に次ぐ最大顧客である。しかしながら，豪州は日本
より7，400万円を購入しているに過ぎず，更に日本よりの輸入を制限しよう
としている。もし，豪州がこれを実行するならば，日本は先づ豪州の羊毛及
小麦に対し輸入制限の行動に出るべきであるという内容の強硬論を展開し
た（1°）。　また，人絹輸出組合は，4月26日に豪州およびその背後の英国が反
省して反日計画を放棄しなければ，同組合はこの差別待遇に対して反対する
という強硬なステートメントを発表した⑪。
　豪州政府の高関税政策が実施される確率が高まるとともに，日本政府も対
応に乗り出した。1936年5月1日には大蔵省に関税調査委員会幹事会を招
集し，外務当局から最近の情勢に関する報告を求めて最後の擁護法発動に関
する具体策を考究することに決定した。通商擁護法発動に関しては，人絹輸
出業者などから早期実施の要望が出されていたが，国内毛織業にとって豪州
羊毛の有する役割が大きかったため政府としては発動には慎重であった。し
かし，毛織業関係者および製粉業関係者も国策という大局的観点から通商擁
護法発動に必ずしも反対しない情勢になってきたたあ，政府としては愈々具
体策を検討し始めた（12）。
　一方，日豪関係の悪化を懸念した日豪協会は，1936年5月5日に理事会
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を開催し，豪州並びに各国の誤解を一掃するたあにその真相を調査していた
が，その原因は日本が南太平洋に領土的野心を有しているという一部の無責
任な言説（前述の石丸藤太の出版物など）にあると結論づけた（’3）。5月12
日には阪谷芳郎会長名で「最近の日濠関係に関する日濠協会の声明」および
「最近の日濠関係に関する日濠協会理事会の決議」を日本文と英文で発表し，
これを豪州，英本国および日本国内の関係各方面に通牒した（’4）。
　この当時，豪州では日本綿布，人絹織物を含む関税改正案が下院で審議さ
れていた。しかし，豪州政府は日本との通商問題に関する議員からの質問に
対して努めて説明を避けていた。これは，日本政府が「貿易調節及通商擁護
二関スル件」を公布して日豪通商関係が抗争状態になることも辞さなかった
こと，豪州内の羊毛業者が日本の羊毛輸入制限を憂慮して豪州政府に態度の
緩和を要求していること，ロンドンで進行中であった英豪間牛肉協定の更改
交渉の成り行きなどを注視していたためである。こうしたことから，5月
23日の議会閉会まで審議が間に合わず次期議会まで持ち越されるのではな
いかという予想もあった（15）。実際，5月21日には，豪州連邦議会では日本
製綿布類に対する輸入増税または割当に関する議事は今議会では上程されず，
次の議会まで持ち越し延期になると観測される，という内容の電信が兼松商
店にはいった。しかし，5月22日に豪州連邦議会下院においてガレット通
商条約大臣は，「濠洲連邦政府は国内産業及対外輸出貿易振興の為，輸入関
税改正案及輸入許可制案等の採用を決定せり」（16）という内容の演説を行った。
　『東京朝日新聞』紙上では，1936年5月22日発の「キャンベラ特電」と
してヘンリー・ガレットの演説にふれ，「濠洲連邦貿易次官ヘンリー・ガレッ
ト氏は二十二日下院にて政府は二百万ポンド以上の輸入品を従来の輸出国か
ら英本国並に濠洲品の顧客国に振り向けるため外国品に対し広汎なる関税引
上げ並びに特許制の創設を行ふ旨を声明した。その結果我が綿布並びに人絹
は現行の従価税の代りに特別税が課せられることになつた。又特許制を布か
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れる商品中には自動車を含みこの改正が主として日米商品の輸入を抑制して
英本国品を優遇するものなることは明かで同次官はこれによって英国品の優
遇を受ける金額約百万ポンドと称してゐる」（’7）と，報道した。同新聞は，人
絹布と綿布の改正関税率を掲載し，人絹布は従来の従価40％から従価換算
で約400％ないし約100％，綿布に対しては従来の25％から約100％の高率
になるとされた。一方，英国品に対しては特恵税率を強めて税率の優遇を図
り，今回の関税引き上げで日本からは数量6，580万平方ヤード，価格2，280
万円の対豪人絹輸出に禁止的抑圧を加え，数量8，660万平方ヤード，価格
1，700万円の綿布輸出を不可能にさせると見積もった。さらに，「濠洲の露
骨な排日貨政策はランカシャ代表トムソン氏一行が去る三月渡豪して活躍を
試みて以来のことであることを省察すればこれは単に日濠の経済問題にあら
ずして世界市場における日英の基本的対立関係の重要なる露呈といふべく今
後来るべき日印第二次会商，日埃会商にしても無視し得ざる連関性を有する
ものである」q8）と述べた。豪州への日本の綿織物および人絹輸出の拡大は，
豪州でシェアを落としていたイギリスの綿織物，すなわちランカシャー地方
の織物業の盛衰にかかわる問題であった。このような日本対英国の対立が表
面化すれば，それがインド，エジプトといった英連邦との通商交渉でも今後
大きく影響を及ぼすことが予想され出していたのである。
　豪州政府の英国産業保護および貿易促進を主眼とした関税改正にっいて，
英国ではオタワ協定に基づいた大英帝国内貿易の促進策だとして歓迎された。
1936年5月の関税改正にっいては，英国本国の対豪貿易で受ける利益が一
年300万ポンドと予測され，そのうち綿布製品の改正により英国綿布の対豪
輸出の増加は4，100万平方ヤード（120万ポンド），人絹は700万平方ヤー
ド（40万ポンド）と見積もられた。これによって，ランカシャーは安価な
日本製品で脅威を受けた豪州市場を確保しうると考えられた。これは，豪州
における英国の立場を強化するばかりでなく，豪州の製造工業の発展を間接
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に援助し，豪州の対外信用の基礎を強化し，さらに豪州連邦の失業を緩和す
ると予想されていた（’9｝。
　結局，豪州政府は1936（昭和11）年5月22日に関税を改正し，日本商品
に対して輸入禁止的高関税を課した。この関税改正によって，従来の従価税
を廃して重量税とし，人絹一平方ヤードにっき9ペンス，絹布は1日税率据置
き，綿布は一平方ヤードにつき2ペンス4分の3，晒は3ペンス，染布は3
ペンス半に増税された⑳。また，豪州政府は，86品目を輸入許可制とした。
この許可制度適用品目のうち日本の主要輸出品目は，綿織物，人絹織物，絹
織物，鉄針金（15番及びそれより細いもの），ブリキ板，ランプ類，眼鏡及
びその枠，靴及びスリッパ，ゴム紐，筆記及びタイプライター用紙，綿糸，
人絹製糸，セルロイド版，自動車の車体などであった。なお，英国品に対し
ては輸入許可制度を適用しなかった⑳。
（2）通商擁護法発動までの日豪両国の動き
　この豪州政府の輸入禁止的高関税により，国内の関係団体は政府の報復的
行動に同調する動きが活発化し，日本国内では官民を上げて報復行動の早期
実施を求める声が高まった。横浜輸出絹人絹織物組合では5月23日に理事
会を開催し，「今回濠洲政府の本邦絹，人絹織物に対する関税改正はわが対
濠貿易に致命的打撃を与へ日濠間の親善関係を根本的に破壊するものなるを
以て政府は速に通商擁護法を発動せられ濠洲よりの輸入品に対し徹底的報復
手段を講ぜられんことを要望す」（22）という決議を行った。5月24日には政
友会の有田錬五郎が衆議院本会議の席上で発言し，豪州に対しては通商擁護
法を発動して断固たる措置を行うと断言した（23）。5月25日には人絹紡績関
係六団体（人絹連合会，日本絹人絹糸布輸出組合連合会，紡績連合会，輸出
綿工連，棉花同業会，輸出綿糸布同業会）が，合同協議会を開催し報復的措
置を講じるべきことを声明した（24）。
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　一方，日本羊毛工業会は5月26日に新大阪ホテルで理事会を開催し，豪
州問題に関して豪毛輸入制限に応じた他国への輸入羊毛の転換や毛糸の操短
などを検討した（25）。さらに，同会では5月，27日に30人の正会員（加盟24
社）を新大阪ホテルに集め，豪州羊毛の輸入制限高割当にっいて協議した（26）。
また，日本経済連盟会では26日に丸の内工業倶楽部で常任委員会を開催し
て対豪問題を協議し，政府が意図している通商擁護法の発動に対しては全面
的に支持協力することを決議した（27）。同連盟会では5月28日に貿易対策振
興委員会を丸の内工業倶楽部で開催し，羊毛工業，製粉業の代表四氏（京都
モスリン社長，日本毛織常務，日清製粉社長，日本製粉常務）から意見を聴
取した。この委員会終了後，郷会長は「対濠問題にっいては関係業者も相当
決心してゐる様だから国策に従って断然たる措置に出なくてはならない。併
し乍ら単に目前惹起した対濠問題だけをとりあげて対策を樹立することは事
態の核心に触れるものではない。むしろ英帝国を全体としてとりあげ，日英
会商を開いて根本的解決を図るべきだといふ意見はこの際十分考慮に値しよ
う」㈱という意見を述べた。
　また，28日には豪州に対する通商擁護法発動に関する関税調査委員会幹
事会が丸の内中央会議所で開催された。この幹事会には大蔵，外務，商工，
農林，拓務，対満事務局等関係官庁の幹事が全員出席して協議を重ねた。ま
ず，豪州政府の邦品圧迫に報復して通商擁護法発動の原則を全会一致で承認
した後，この具体的方法について検討し次の点を決定した（29）。
（1）豪州よりの主要輸入品たる羊毛並びに小麦に対しては相手国を豪州に限定せ
　　ず輸入羊毛，小麦全部に対し輸入許可制を設ける。実質的には，豪州よりの
　　輸入に対し高率の制限を加える。
（2）皮革，牛脂，牛肉等に対しては，豪州よりの輸入品に限り関税の高率引き上
　　げを行い，事実上，同国よりの輸入を禁止する。
（3）日満経済提携の建前から満州に対し豪州小麦の輸入制限を行う様，日満両国
　　間に協定を締結する。
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（4）豪州羊毛並びに小麦の輸入組合を結成し，関係者と連絡して輸入数量の自治
　　的統制を行わせる。
（5）輸入制限の結果生ずべき羊毛市価の騰貴を防止する措置を講ずる。
　この幹事会では次回に最終的な細目を打ち合わせ，関税調査委員会の議を
経て6月10日頃に通商擁護法を発動すると計画していた。なお，5月30日
にも関税調査委員会幹事会が開催され，既定方針のとおり通商擁護法を発動
することを確認した（3°）。また，日本毛織物輸出組合は5月30日に大阪織物
同業組合事務所で役員会を開催し，豪州関税問題に関して意見の交換会を行っ
た。この結果，「濠洲政府のとりたる関税政策に対し，政府は速かに通商擁
護法を発動し其貫徹を期せられたし」（31｝という陳述書を首相，外相，商相お
よび蔵相に打電した。
　このように，日本国内では繊維，貿易，経済関係の団体が中心となって通
商擁護法の早期発動とその後の対策が検討されており，このなかで日豪関係
は悪化の一途をたどっていた。この事態に対して，日豪協会は会長の阪谷芳
郎の名をもって，1936年5月27日，豪州首相ライオンズ，通商条約大臣ガ
レット，大審院長（元副総理兼外務大臣）レーサムに対して「日濠通商関係
の悪化に関しては甚だ遺憾に堪へず，将来の成行に対しては大に憂慮す」（32）
と言う文面の電報を発送した。この電報に対して，豪州大審院長レーサムは
同月28日メルボルン発の電報にて「今回の濠洲改正関税政策に就ては暫く
其成行を見たる後然るべく対策を講ぜられんことを切望に堪へず。而して濠
洲政府が日本貿易に対して採りたる行為は他国に比し頗る好条件である」（33）
と伝えてきた。さらに，30日には豪州首相ライオンズが，日豪協会会長宛
に「日濠通商問題に関する閣下の電信を深謝す。サー・ヘンリー・ガレット
氏より委細電信申上ぐ」（34）という電報を送った。このガレットの電信内容㈲
は次のとおりである。
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　日濠協会
　　会長　阪谷男爵閣下
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1936年5月30日　キャンベラ
　今回濠洲連邦政府が輸入織物類に対し関税引上げをなしたる事は，日本政府と
友好関係を保持すべく出来得る限りの努力を払った後，止むを得ず採りたる手段
である。日本が濠洲に於て購入せざる商品に対し，英本国と濠洲との貿易利益の
為めに濠洲は英本国の織物供給者に対し，濠洲織物市場の一部分を英本国に與ふ
る必要あり，故に濠洲連邦政府の今回採りたる政策は全く自国貿易擁護の為あに
して，他国を重圧する意味にあらず。
　羊毛並に小麦以外の濠洲よりの輸出物全部は近年殆んど世界各国より除外され
たるが，英本国は之れ等商品の唯一の購買者である故に今回の政策を採ったので
ある。
　綿布に於て日本は今後と錐も，濠洲へ莫大なる数量を供給し得るものである。
而して又，人絹に於ても日本の輸出量は濠洲市場需要の半分以上を占め英本国及
び他国よりの供給合計高の二倍に当る数量を濠洲へ供給しうるものと思はる。
　之れに加ふるに，日本絹織物の濠洲への輸入は非常に増加す。而してこの増加
は日本に於ける絹織物の原始的産業並に製造工業に檸益する処多かるべし。
　濠洲が関税引上げを実行するに当っては，濠洲は日本との最恵国主義を遵奉し
たものにして，濠洲の産業保護並に英本国に対する特恵条約保護の為めに濠洲は
過去多年に亘れる財政政策を踏襲したものである。
　思ふに，日本も亦多年に亘り自国並に属地産業の保護の目的を以て同様の政策
を採り来たのである。
　日本の各新聞記事は濠洲に対する報復手段を云々し，今回の濠洲の高率関税の
為めに，日本綿布は全部，人絹に八割方輸出が喪失するであらうと言ふが如き誇
張せる記事を掲ぐる事に関しては，本大臣は甚だ遺憾とする処である。
　濠洲連邦政府は濠洲市場より日本の織物類を駆逐せんとする意思なき事を強調
せんと欲するものである。
　濠洲人の日本人に対する友情は真実且っ誠意あるものにして，この友情関係は
単に貿易上にのみ基けるものに非らざる事を確信するものである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　通商条約大臣　　　　ガレット
　日濠協会
　　会長　阪谷男爵閣下
ガレットの電信によれば，高関税政策は豪州政府と英本国との貿易利益の
ために，英本国の織物業者に対して豪州織物市場の一部を与えたものであり，
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豪州政府は日本の織物類を豪州市場から排除する意思は無いと強調していた。
　一方，1936年6月2日には，日本商工会議所において第一回貿易対策委
員会が開催された。この委員会には六大都市以下各地15委員会議所代表が
出席し，協議の結果「政府は濠洲官民の反省を促すために通商擁護法を発動
するは勿論輸出入業者，製造業者，船舶業者等関係業者の緊密強固なる結束
協調を図り其の他必要に応じ輸出入貿易の統制を行ひ挙国一致解決に当るべ
し」㈹という趣旨の建議文を決議した。日本商工会議所ではこの建議文を関
係各省に提出し，日本の根本的通商対策を樹立するために六大都市商議を委
員とする特別委員会を組織し，貿易統制並びに調整，原料政策，互恵協定，
通商障害除去，新市場の開拓及び新商品の進出，貿易行政機関の諸項目につ
いて研究を開始することになったc37）。
　1936年6月2日，外務省はシドニー村井総領事に訓電して，豪州政府に
対して日本商品に対する豪州関税引上げの撤廃，輸入許可制の撤廃を要求し，
これに応じなければ通商擁護法を発動して豪州よりの輸入品に報復的措置を
行うことを通告するよう要請した（38）。これを受けた村井総領事は6月3日に
メルボルンに赴き，ガレット通商条約大臣と会見し，豪州政府が反省しなけ
れば日本政府としても通商擁護法を発動せざるを得ない旨を通告した。ガレッ
ト通商条約大臣は，6月6日に村井総領事に宛てて公式の回答としてを送付
し，そのなかで「濠洲政府は通商擁護法の発動による日本政府の対濠報復策
に対しては別段抗議すべき筋合いではないと考える。即ち濠洲政府としては
飽まで今回の関税引上げ及び輸入許可制の実施は日本製品に対する防圧策で
なく単に国内産業を保護せんとする一方策に過ぎないとの建前を取ってゐる。
従つて濠洲政府としては日濠両国が何等かの友誼的解決に到達せんことを切
望するもので特に濠洲における人絹市場の半ば及び綿製品市場殆んど大部分
が依然として日本品に対して解放されてゐる事実を指摘したい」と述べた（39）。
　また国内では，6月2日に日豪協会が理事会を日本工業倶楽部で開催して
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豪州問題にっいて検討した。出席者は日豪協会会長の阪谷芳郎を始あ三井物
産，三菱商事，高島屋飯田，兼松商店などの商社，千住製絨所，東京モスリ
ンなどの織物会社，日本郵船，大阪商船などの船会社，製粉業の日清製粉会
社，外務省通商局長，正金銀行頭取などであった。同協会ではこの理事会に
おいて協議した結果，豪州政府の高関税政策は，日豪貿易発展の上で将来非
常な障害となり，日豪両国政府の利益に非らざるが故に豪州政府は速やかに
反省し，両国の通商発展並びに親善の増進を円滑にすることに努力すべしと
いう結論に達した㈹。この上で，6月4日に「濠洲政府に於て現行法を改あ
られざる限り，・当協会としては日本政府並に貿易業者の濠洲に対する報復政
策を調停斡旋する事を得ず，両国将来の貿易並に親善上憂慮に堪へず」とい
う電報をライオンズ首相，ガレット通商条約大臣，レーサム大審院院長の三
氏に対して各一通ずっ送ったω。これに対し，レーサム大審院院長は同年6
月6日に日豪協会宛に返電した。6月8日に日豪協会が接受した主たる内容
は次の点にっいて日本側の考慮を求めるものであった㈹。
（1）豪州の採りたる行為は豪州の一般政策である。而してもともと日本を排斥し
　　又は排斥せんとする意思はない。
（2）豪州人ロー人当たりの日本商品の買入れは，日本人ロー人当りの豪州商品の
　　買入れの5倍に当っている。
（3）日本に対する豪州現在の感情は極めて良好である。然し日本が決定的に豪州
　　を排斥する行動に出るならば，豪州政府は報復手段を採ることを余儀なくさ
　　れ，日本貿易に重大なる結果を招来するかもしれない。
　このレ＝サム大審院院長の回答は，前述したガレット通商条約大臣と同様
に関税法の改正は日本だけをターゲットにしたのではなく，国内産業発展の
観点から採用された政策であることを強調していた。また，6月8日にライ
オンズ首相は・「日豪通商問題について政府は目下日本政府との問に商議を
継続中であるから国内はこれが成行を静観せられたい」㈲と演説して，豪州
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国内の反対勢力に対して牽制した。
　6月6日には日本羅紗業協会が大阪綿業会館で東部，西部連合理事会を開
催し，対豪問題に関して同協会の態度を協議した。その結果，同協会では豪
毛輸入制限が国家的見地より為され，原料騰貴を招来するとも業者側におい
ては冬物までの約定品ぽ何等の影響を受けず，且っ今後供給の円滑を図るべ
く万全の策を講じ，決して豪州に乗ぜられるが如き事なき旨の声明書を発表
する。さらに，対豪報復策について，政府が製造業者のみならず製品販売業
者の意見を聴取すると共に，関係業者を以て調査機関を設置する趣旨の文書
を外務，商工，大蔵，拓務，陸海軍各大臣に提出すること，を決定した（44）。
一方，6月10日には東京駐在豪州連邦政府商務官ロイドが声明書（45）を日豪
協会に送付してきた。この声明書は，8項目にわたって高関税の説明をする
とともに，この関税政策が日本だけをターゲットにしたものではないことを
主張していた。
　このように日本側と豪州側とでは豪州高関税をめぐって見解の相違が生じ
ていたが，実際の羊毛取引にも高関税の影響が出始めていた。日本羊毛工業
会では5月末に6月2日から開催されるブリスベンでの豪毛最終せり市での
買付を見送ることに決定していた（46）。実際　6月2日にメルボルンで開かれ
た羊毛競売にも日本商社は全く参加しなかった。このたぬ　2日の競売成立
は7割，3日は5割5分であり，相場は4月のセールに比して5分ないし1
割方の低落を示した（47）。また，6月11日のアデレードの羊毛競売にも日本
商社は全く参加がなかった（48）。
　このように，1936年5月末から6月初頭にかけて日本政府では，通商擁
護法発動に向けて政府，関係団体が一丸となって準備を整えていた。すでに，
日本羊毛会では羊毛輸入の三分の一制限を決定していたが，日本羊毛工業会
代表は関係閣僚との懇談の結果，更なる羊毛買付高の制限を盛り込んだ対豪
政策を推進し，次のような羊毛買付量等に関する点において官民一致してい
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た（49）。
（1）豪毛買付手控量を三分の二として結局買付高三分の一（25万俵）と
　　する。
（2）豪毛代用として南亜，南米，ニュージーランド羊毛を25万俵買付
　　ける。
（3）以上，50万俵の買付で尚25万俵不足するため杭毛糸三割操短を決
　　行する。
　一方，商務省では6月4日に商務官邸において貿易顧問会議を開催した。
この会議では小川商務大臣から貿易振興に関して各顧問の協力を要請した後，
寺尾貿易局長より第六十九議会を通過した重要輸出品取締法案などの貿易関
係法案の趣旨並びに日豪問題の経過が説明された。寺尾貿易局長は豪州政府
の高関税に対して政府が通商擁護法の発動がやむなきに至った実情に対して
各顧問の諒解を求め，各顧問より同意を得られた。各顧問よりは，対豪対策
として通商擁護法に加え，ステープル・ファイバーと羊毛との混織奨励，北
海道・東北地方での緬羊飼育の積極的奨励並びに満州における緬羊飼育の奨
励などにっいての意見が出された㈹。
　商務官の首藤安人は「濠毛輸入制限問題」のなかで，豪州への羊毛依存が
国防，原料，工業，商業政策上からみて極めて不得策であることを強調し，
羊毛の分散買付が国策上の観点から意義あることを次のように主張した（51）。
（一）国防上からいふも原料政策上からいふも羊毛の如き重要なる原料を主とし
　　て一国に求むるはもつとも危険で欧州戦争当時僅十万俵の羊毛を需要した
　　我羊毛工業界が当時濠洲の羊毛輸出禁止によつて如何にその受けた打撃の
　　大であったかは今回記憶に新たなるところで，今日七十何万俵を濠洲より
　　需要しつSある我羊毛工業界は将来において假りに全部の輸出禁止の如き
　　は予想し得られないが一部の輸出制限をうくるが如き虞れ皆無とはいへな
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　　い，先年ヨークシアーにおいては我羊毛工業の発展と世界市場への進出に
　　脅威を感じ濠洲羊毛の対日輸出制限を提唱した事は注意を要する
（二）我羊毛工業発展上よりみるときは世界の毛織物製造国即ち英仏独其他欧大
　　陸諸国は濠洲は勿論，ニユージーランド，南阿，アルゼンチン，ウルグア
　　イの羊毛生産国の市場に於て相競って之が買付を行ひこれ等諸国の原料の
　　長所をとつて巧に消化しSあり，我国が濠洲羊毛以外の羊毛はなるべく避
　　けんとするの事情にあるは我毛織物工業の技術上乃至経営上に一段の研究
　　を要する事を示してゐる
　　　我国において羊毛の需要量は年年急増し其種類も多種複雑になってゐる，
　　濠洲羊毛に一特長のあることは勿論であるけれども南阿，南米，ニユージー
　　ランド羊毛にも夫々独自の特色があってこれを研究試用し巧に利用するこ
　　とは急務である，南阿羊毛は繊維細く手触柔く細番手の杭毛糸に適してゐ
　　るが日本にはその製品に対する十分の市場が無いけれども現在の日本の需
　　要に達するものでも茄万俵はある，我国に将来需要大なるべき「クロス」
　　を濠洲には余り多く算出せず価格も騰貴し不利である，手編糸，メリアス
　　糸に適する南米物，濠洲の「カムバック」を除いた安価なニユージーラン
　　ド物の利用も将来益々有望である又斯くして我毛織工業の発達を期し又始
　　あて世界の毛織物市場に於て欧米先進国と競争し得られるのである，今後
　　行はれる分散買付により我毛織工業は画期的の発展を遂げることになるで
　　あらう。
　日本経済連盟会では日豪通商問題に関して各方面関係業者等と数次にわたっ
て協議を行い，6月4日に丸の内工業倶楽部で理事会を開催し，同連盟会と
しての最後的態度方針として（1）政府は遅滞なく通商擁護法を発動して豪
州の不公正な通商政策を是正せしむべき措置を執ること，（2）この際適切
なる輸入統制を講ずること，（3）更に必要なる場合は満州国と密接に提携
する方法を講ずること，の三項目を決議した（52）。同会は，6月5日にライオ
ンズ首相およびレーサムに宛て，「日本経済連盟会ハ，今次濠洲ノ執レル関
税措置ハ白濠通商関係二鑑ミ甚ダ不公正ナリト認メ，日本政府が目下考慮シ
ツXアル対策ヲ全幅的に支持スルモノナリ」という内容の電報を打電した（53）。
また，三井，兼松，高島屋飯田など羊毛輸入商は，6月8日に羊毛輸入統制
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に関して具体策を審議した。この結果，今後の輸入は，南アフリカないし南
米品（チリなど）とする。これらの羊毛相場は豪州品に比較して，南米品は
12％，南アフリカ品は8－10％の割高となっており，平均一俵にっき邦貨換
算で30円高は免れない。両市場品を今後年額25万俵買い付けるとすれば，
一ヵ年に750万円余分に支出しなければならないが，この補助にっいては主
要輸出品の統制手数料徴収で補う。また，今後の輸入割り当てにっいては，
輸入業者の過去三ヵ年間の実績平均比率を標準とすることを内容とした骨子
をまとめた（54）。関西紡毛工業組合でも6月8日に総会を開いて毛濫襖，毛屑
の輸出禁止を政府に陳情することを決し，直ちに外務，大蔵商工各省に陳
情した。毛濫襖や毛屑は当時ドイツに輸出され毛織物に再製されていたが，
豪州羊毛の輸入許可制の実施に伴って発生すると思われる羊毛不足に対し，
毛濫襖，毛屑の輸出禁止によって原料を確保しようとしたのである（SS）。
　このように豪州羊毛の代用品としてステープル・ファイバーが重要性を増
してきた。紡績連合会加盟の有志会社の発議により，ステープル・ファイバー
紡績に綿布，加工業者を以って統制団体を組織することになり，6月10日
に関係28社が出席して設立に関する協議会を開催した。これにより大日本
人造繊維紡織工業会が組織され，同日の会議を創立総会とした。同日，第一
回委員会（委員長・大日本紡績小寺源吾）が開催され，人造繊維紡織関係各
社を網羅して統制の完壁を期することとした。このために，紡績人絹連合会，
羊毛工業会，絹紡工業会の所属各社に対して加盟を勧奨し，其後に織布加工
関係業者に働きかけをすることとなった（56）。商工省の臨時産業合理局では6
月11日に人絹織物工業改善委員会の第一回総会を開催した。この総会では
人絹織物の統制に関して協議を行い，輸出及び移出の人絹織物全部について
統制を行うことなどを決定した㈹。一方，日本羊毛工業会では通商擁護法の
発動によって原料羊毛買付が多様化するとともに，羊毛代用品への積極的進
出が不可避的状況になることから，より一層の生産統制が必要になるとの認
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識が高まってきた。従来，日本羊毛工業会は生産会社，輸入商，船会社など
の羊毛工業関係者をもって組織されていたが，生産会社をもって結成する工
業組合化も必要なのではと検討され始めた（SS）。また，日本綿糸布輸出組合連
合会の理事会並びに臨時総会が6月22日に綿業クラブで開催され，輸出人
絹織物の全面的統制を8月1日から実施することに決定した（59）。
　日本綿織物工業組合連合会（綿工連）は，ステープル・ファイバーが羊毛
代用品のひとっとして注目され始めたのに際して，その生産権獲得に乗り出
した。綿工連では6月23日に丸之内商工奨励館で定時総会を開催し，定款
を変更して第五条中「綿織物」を「綿織物並びに人造繊維（ステープル・ファ
イバー）を以て製織したる織物」と変更することとした。これにより，綿工
連は人造繊維を人造綿花と見倣すことにより綿織物の他にステープル・ファ
イバー製品の生産権を併せ持っことになった。また，この定時総会では，
「速かに綿織物の全面的統制並びに検査を実施せよ」，「日本紡織工業組合の
設立絶対反対」の二項目が緊急動議として提出され，満場一致で可決され
た㈹。このようなステープル・ファイバー増産の動きが広がる中で，人絹，
毛織紡織などの製造会社がその増産計画を発表した。これに伴い，東洋レー
ヨン株，倉敷紡績株，帝人株などの株式が人気を呼んだ（6’）。
　日本の通商擁護法発動が間近となった6月15日，ガレット通商条約相と
村井総領事が会談した。豪州政府は日本政府が通商交渉を再開する用意を示
せば，交渉期間中は新関税の一般税率にかわって中間税率を適用しると交渉
再開を提言してきた。これにより，日本製人絹布の輸入税は一平方ヤードに
っき一ペンス，綿布は四分の一ペンス低下するとし，豪州政府は日本製人絹
布，綿布輸入高が現在の半分以下に減少しないよう特に保証を与えるとした。
しかし，豪州政府の提言に対する日本政府および民間対豪貿易関係者の反応
は悪く，通商擁護法発動に向けて準備を急ぐことになった（62）。
　通商擁護法発動を間近に控え，日本国内では豪州に替わる羊毛買付国との
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交流が活発化した（63）。大阪商工会議所では1936年6月19日に南阿連邦政府
極東商務官アンドルー・テイ・ブレナンを迎えて南阿貿易懇談会を開催した。
この懇談会には船会社，羊毛，綿布，雑貨関係業者約百名が出席した。ブレ
ナンは「濠毛の一時の間に合わせとして南阿毛を購入するのでなく全面取引
の上から南阿毛を買ってほしい。南阿毛は価格が高くっくといふ苦情を聞い
たので昨年帰国した時政府にその旨を具申したところ濠毛にひけを取るは頗
る残念だから出来るだけ日本側の要望に応じたいといって居り，目下政府も
鉄道運賃，荷役賃，艀賃等にっき南阿毛の価格引下げに努力して居る。南阿
毛の現生産は七十万俵で日本の買ふ濠毛の数量より少いが現在増産に努力し
てゐるから二三年後には生産の著増を見ること明白である。南阿毛は良品過
ぎて適しない憾みがあるが日本の羊毛工業も高級化しっSあるから南阿毛が
最適品になる事は確実である。昨日日本側において南阿政府も日本商品を圧
迫するのではないかといふ懸念を有って居る人もあるがイギリス国と密接な
関係があるからといって，南阿政府自体の経済的独立を犠牲にするやうなこ
とはない」と挨拶した。ブレナンは羊毛以外に小牛，羊の皮，革，タンニン，
乾果の缶詰，金以外の鉱石購入を希望したが，南郷日本棉花社長は業者の意
向として，（一）高級羊毛工業の確立に努力しこれが製品を南阿に輸出する
ようにしたい，（二）金属工業進展に伴い鉱産品を買いたい，（三）日本側で
は中南米輸出組合の例に倣って片貿易調整の意向を有するから片貿易も今し
ばらくの間である，と答えた㈹。
　以上のように，日本政府は通商擁護法発動に先立ち，豪州羊毛途絶への対
応を着々と開始したのである。
（3）通商擁護法の発動
1936（昭和11）年6月19日，村井総領事は豪州通商条約相ガレットに対
して電話をもって「濠洲政府が織物関税引上げの撤回を拒否した結果，帝国
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政府は濠洲よりの羊毛，小麦，牛脂等の輸入を制限するため通商擁護法を発
動するに決した」旨を通告した㈲。さらに，翌20日，外務省は日本政府が
通商擁護法を二，三日中に発動することを日豪協会に伝えた。豪州政府では
6月22日に緊急閣議を開催し，日本政府より通告があった通商擁護法にっ
いて協議した。この結果，日本政府の強硬手段を拒否し，日本が峻烈なる報
復手段を加えるならば，豪州製造業に不可欠なものを除く一切の日本商品に
対し輸入許可制を適用すべきであることで意見の一致を見た㈲。
　1936年6月23日，日本政府は閣議で通商擁護法発動を正式決定した。こ
の決定により，政府は国際経済に対応する原料国策を再検討することになっ
た。有田外相は「濠洲の邦品圧迫に対しここまで隠忍して来たが事態は濠洲
よりの原料輸入品に対し輸入制限等の方法で報復的措置を採らざるを得ない
までに至った」と説明した。これに対し，各大臣が発言して代用品の使用に
ついて陸海軍をはじめ各方面に国民的注意を喚起する一方で，商工，農林等
各関係省は従来の原料政策に修正を加え一転機を画さなければならないと意
見の一致を見た。これにより，代用原料として注目していたステープル・ファ
イバー等の利用が一層勧奨されることになった（67）。小川商相は23日の閣議
で原料国策の確立に関して，対外的には90％以上の羊毛輸入をしていた豪
州から南米，南阿，蒙古方面に供給地を転換するという貿易政策に変更し，
さらに国内的にはステープル・ファイバー工業の助成に力を注ぎ代用原料と
する，と表明した。ステープル・ファイバーにっいては，陸軍服の軍服，鉄
道職員・学生等の制服に半強制的にこれを混織し，生産に関しては人絹業者
にこの方面への進出を奨励し，また，原料のパルプの増産を図ると共に，生
産技術的研究を奨励して生産の向上を推進していくものとした㈹。
　このように，通商擁護法は1936年6月23日の閣議で発動が決定され，勅
令第百二十四号として24日に上奏裁可を仰いだ後，24日に公布，即日施行
された（69）。また，勅令実施に伴う輸出入許可を定めた商工省令（7G），羊毛に対
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する輸入統制を確立するため国内における羊毛の輸入，使用実績，在庫数量
等の報告を営業者に命じた商工省告示㈲も24日に発表された。
　この勅令第百二十四号により，日本政府は豪州連邦政府に対して報復的関
税を課すことになった。具体的には，関税定率法別表輸入税表のうち，豪州
産羊毛，小麦及び小麦粉に対し輸入許可制を実施し，豪州産牛肉，バター，
コンデンスミルク，皮類，牛脂及びカゼインの六項目に対し輸入税のほかに
五割の関税増徴をなした。また，毛濫襖等に対しても輸出許可制をとった。
　日本の通商擁護法発動は，豪州羊毛関係業者にとっては深刻な問題となっ
た。6月23日には全豪牧羊者会議（Australian　Wool－grower’s　Council）
会長と牧羊者組合連合会（Grower’s　Federal　Council）会長は連名で次のよ
うな声明を発表して，政府に対して特別会議の招集を要請した（T2）。
　，政府は貿易政策の遂行に当り原始産業者は何等の相談に與らず政府の措置は
　　まことに不幸な事態を招いた。これはその時機と方法とによって回避し得た
　　ものと思はれる。
二，欧州諸国殊に金本位国よりの羊毛買付は主としてダブル・エキスチエンヂ
　　（濠洲ポンド・スターリング金）の負担増加により現状のままでは激減する。
　　本年初め我々は関税調査会に為替調整を考慮に入れた関税の決定方を建議し
　　たが政府はこれを容れなかった。
三，今回日濠通商交渉の失敗は重要なる羊毛市場の喪失となる。従って政府は一
　　方に重大な羊毛輸出の門戸を閉した場合，他に之に代るべき欧州市場を確保
　　しなければならない。殊に人造繊維（ステープル・ファイバー）の進出を考
　　慮すれば羊毛業者の不安は益々増加し財界の大問題となることに注意しなけ
　　ればならない。即ち我々はこの緊迫する事態収拾のたあ特別議会の召集を政
　　府に要求する。
この声明に対して，ガレット条約関税相は次のような回答をした。
一，政府は日本が濠洲羊毛にとって重要な市場であることは認ある。然し日本に
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　　対し政府のとつた措置は最高の国家的及び英帝国的のものである。今日濠洲
　　の執りたる措置は萄くも自尊心ある政府の執らねばならぬ措置である。
二，濠洲は日本以外に門戸を開放するためあらゆる努力を惜まないが現状では貿
　　易の進展は容易でなくその成果は遅延することを免かれない。特別議会の召
　　集は何等の益なく，又日濠両国間の交渉関係の往復文書を公表することも暗
　　礁に乗り上げている現状を解決するためにむしろ有害だと信ずる。
　一方，豪州牧羊羊毛業者組合は6月24日に緊急会議を開き対策協議を行っ
た。その結果，豪州政府の関税政策を支持し，対日羊毛輸出の激減の対策と
して欧州の金本位諸国へ輸出回復促進のため適当な貿易助長策を講じること
を求める決議を行った（73）。また，ライオンズ豪州首相兼蔵相は6月25日の
ラジオ放送の中で日豪通商紛争について触れ，「濠洲は日本の綿織物に対し
て十分な割当をなすだけの用意があつたのであるが益々増大しつSある日本
商品の流入は濠洲における物価下落を招来しこれは延いて英国商業を脅威し
濠洲産業を脅威することになるそのため連邦政府は大英帝国の通称ブロック
の一環として止まり併せて濠洲の生活水準の維持を図ることに決したもので
ある」㈲と述べた。このように，豪州羊毛業者にとって日本の豪毛輸入の減
少は深刻な問題であり，大きな反発も出てきた。豪州政府の駐日商務官ロイ
ドは6月27日に外務省を訪問し，通商擁護法発動に伴う日本政府の豪州羊
毛輸入制限方針にっいて質問を行った（75）。
　日本の対豪通商擁護法発動に関する勅令内容に対して，ガレット条約関税
相は6月30日に豪州国内新聞関係者に対して，「日本の対濠報復的措置は羊
毛，小麦，麦粉に対する輸入制限の方法及び数量が不明のためこれらの濠洲
輸出に與へる不安は極めて大きい，その他五割の付加税および日本民間の自
発的不買をも併せ考へる時は日本側の措置は事実上濠洲品輸入の全禁止を意
味している，これに反し濠洲側の執りたる措置は英国及び外国品の濠洲市場
における競争を不可能ならしめたる日本織物の制限を目的としたに過ぎず，
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而かも日本織物には十分の分け前を保たしめてゐる」㈹と述べ，日本側の通
商擁護法は豪州側のとった高関税政策よりも強いという意味のコメントを発
している。こうした政府の姿勢に対して，6月30日には豪州羊毛取引業者
協会（National　Council　of　Wool　Selling　Brokers　of　Australia）はヤング
会長の名前で「本協議会は嚢にライオンズ首相に対し羊毛関係業者と協議せ
んことを要求し，右協議の結果羊毛業者の支持を受けるために政府の立場を
強固ならしめるものとしてメルボルンの羊毛関係業者大会にては円満妥結に
至るべきを期待し暫く沈黙を守るととにしてゐたが事態は再検討を要するこ
ととなった，然かも政府は羊毛業者の事情に十分の考慮を払つていない，従
つて今は国民の常識と政治的公正とに頼る他なし我羊毛市場における国際競
争を阻止する措置を執るべからずとの原則は既に政府に受諾せられてゐるの
である，現状は羊毛関係業者も一般国民とこれを軽視してはならない」とい
う声明を発表し，豪州政府の方針に反対を表明した㈹。
　日豪貿易の途絶によって影響を受けるのは，羊毛など繊維業ばかりでなく，
海運業にも及んだ。神戸市商工課では通商擁護法の神戸市に及ぼす影響を調
査した。これによれば，従来の羊毛輸入75万俵が三分の一の25万俵になれ
ば，海運業に及ぼす影響は羊毛一俵あたり運賃10円50銭として520万円，
小麦一トン当り7円として210万円，その他雑貨の運賃100万円となり，合
計830万円の運賃減となると見積もられた（78）。また，商工省では7月2日に
豪州羊毛及び小麦に対する輸入許可制実施後の善後処理に関して関係輸入業
者，羊毛工業会並びに毛織工業関係業者を本省に招き，輸入の手続き，取扱
いその他に関する事務的打ち合わせを行った㈹。
　こうしたなか，豪州は日本の通商擁護法に対して，報復的に7月8日に第
二次輸入許可制として特別許可制を公布した。これは，5月23日実施の関
税改正にともなって行われた一般輸入許可制（英帝国品以外の各国品に適用，
86品目に及ぶ）に加え，日本輸出品を対象とした輸入許可制であり，その
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適用範囲は日本の対豪輸出の約38％に及んだ㈲。主たる適用品目は装飾品，
糸類，ファンシーグッズ，ガラス製品，陶磁器などであった。ライオンズ首
相は，「濠洲政府は何等報復的意図のもとに今回の措置に出たものではない，
吾人の唯一の目的は問題の友好的解決のための商議の公平なる基礎を確立す
るにある，日本が濠洲産品の輸入を禁止した以上濠洲としては現状のまSで
商議を再開することは出来ぬ，そこでやむなく今回の措置に出た，これをも
つて日濠両国は均等な立場に立って妥協交渉を進めることのできる状態にな
った，今後報復的手段を相互に一時停止するか或は相互に実施し続けるか，
いずれにせよ全く同等の基礎にたって交渉を続けたい」（8’）と弁明した。同年
7月9日，ガレット条約関税相は村井総領事に対して，日本政府が対豪通商
擁護法の適用を停止すれば豪州政府も特別輸入許可制を停止し，停止しなけ
れば現在のまま商議を進めることを希望すると述べた。また，ライオンズ首
相も，7月10日に日本商品に対して輸入許可制を拡大実施するに当たって，
前日の9日に商議再開の用意があることを提議した。日本側はこうした豪州
側の商議再開の希望に関して，豪州では9月の新羊毛年度が間近に迫ってお
り，輸入制限は羊毛取引に影響を与え，政治問題にもなるとみなしていた（82）。
実際，日本の羊毛買い付けは，1935年度から1936年度分のうち1936年4
月までに買い付けた分は66万3，000俵であり，前年同期に比して20万
9，000俵の増加となっていた。前年度買付高は68万3，000俵であり，この時
期までに前年度並みの買付が行われていた。新毛出回り期は9月であること
から，日本の報復策に対する豪州の影響は9月以降と考えられていたのであ
る（83）。
　こうしたところから，日本側は綿布，人絹に対する高率関税撤廃の意思を
豪州側が表明しない限り，豪州側の意思が緩和したとはいえないとし，高関
税撤廃まで交渉再開には応じない立場をとっていた㈹。外務省は7月13日
に対豪貿易に関する日本政府の方針を談話形式で発表して，新関税を停止せ
　（715）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　119
政経論叢　第77巻第5・6号
ぬ限り通商擁護法実施の停止には応じられないと主張した（as）。7月22日に
は村井総領事がガレット通商条約相に対して「帝国政府は現存の基礎におい
て新通商条約締結の交渉を再開する用意がある」旨を回答し，日本側の通商
擁護法と豪州側の高関税政策が同時進行する形で，交渉の開始を待っ形となっ
た（86）。
　日本政府の豪州政府に対する強い対抗姿勢を反映して，繊維関係団体の対
応も活発化していた。日本羊毛工業会では7月6日に新大阪ホテルで正会員
会を開催し，．7月2日の官民協議会（東京で開催）に関する川西理事長の状
況報告を聴取した後，当面の問題について委員会を設置し具体化を図ること
になった。この当面の問題とは，第一に豪州羊毛の輸入制限にあたりこれを
統制する機関を作ることであり，川西理事長，伊丹製絨，東洋紡，日本毛織，
中央毛糸，宮川モスリン，新興毛織をもって委員会を設置し，具体案を作成
することになった。また，羊毛国策の樹立にあたり今後商工局との折衝の必
要が多くなるため，日本毛織東洋モスリン，東京モスリン，沼津毛織，鐘
紡，新興毛織および理事長をもって交渉委員会を常設し，同委員会は羊毛代
用としてステープル・ファイバーに関する諸般の調査を実施することになっ
た（s7）。一方，南米羊毛の輸入業者は日本羊毛同盟会を組織することになり，
7月6日に大阪の綿業会館で創立協議会を開催し，商工当局に対する同盟会
結成の陳情書を決議した。この日本羊毛同盟会の加盟会社は，加藤合名（神
戸），日商（大阪一伊藤忠は保留），瀧藤（名古屋），太平洋貿易（横浜），野
澤組（東京）の各社であった。なお，南米羊毛の輸入高は1935年度で1万
5，000俵（豪毛俵に換算）であり，値段は豪毛に比較して1割2，3分から
5分程度高値であった㈹。また，各商社，繊維関係団体は南阿，南米に駐在
員あるいは出張員を送り込んで，現地調査に乗り出した（89）。さらに，8月25
日には大阪羊毛輸入統制協会の創立総会が開催され，商工省統制課長，羊毛
輸入同業会および羊毛工業会の全会員が出席して定款を可決した（9°）。
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（4）日豪通商紛争の一時的妥結
　通商擁護法の発動は，日豪貿易に大きな影響を与え始めた。まず，日本の
豪州への輸出は豪州高関税によって影響を受けたが，一方，豪州政府も日本
側の羊毛，小麦などに対する輸入禁止的制限によって打撃を受けた。前述の
ように，1936年7月に入ると村井総領事とガレット通商条約大臣との会見
が重ねられていたが，豪州側の対日方針が十分誠意ありと認あられない以上，
日本側としては会商再開の具体的交渉には応じられないという方針をとって
いた（91）。こうしたなか，7月23日にライオンズ首相は日豪通商交渉を再開
すると発表した。外務省は豪州側がいかなる具体的な提案をしてくるかを見
極めたうえで，交渉を進展させるか，あるいは単に提案を聞くにとどめるか，
を選択しようとしていた（92）。
　8月28日，日豪通商交渉が再開された。これ以降，村井総領事とガレッ
ト通商条約大臣との間で協議が続けられ，9月2日には豪州側が通商紛糾解
決に関する具体案を提示し，ガレット通商条約大臣は日本に対して速やかな
解決を要望した。この具体案は，日本綿布および人絹織物の輸入数量を若干
緩和したものであり，綿布および人絹織物の最低輸入価格の協定を盛り込み，
特定価格以上の高価人絹布に対しては関税引き下げを行い，さらに重要日本
商品の輸入に対しては最高許容数量を設けることを含む内容であった（93）。こ
の具体案提示に対して，村井総領事はこれを政府で検討することで一時的に
交渉を打ち切った（9‘）。
　日豪両国で通商交渉が再開される中，1936年度のシドニー羊毛競売が8
月31日から開始された。31日の出荷高は総計1万1，067俵で，そのうち
9，664俵は競売，323俵が個人取引で売却された。競売は専らヨークシャー
筋およびドイッ筋によって行われた。日本筋の評価人も競売開始前に陳列場
に現れ，競売開始後も売買状況を終始熱心に注目していたが，入札は全く行
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わなかった。同日の相場は，前期末と比較して上等品は5％ないし7．5％の
高値であり，中等品および下等品も7．5％ないし10％の高値を示した。これ
は，豪州側が羊毛の出市数・品質を制限したことに加え，イギリスと日本の
競争を回避しようとするドイツ並びに欧州筋が日本の初市見送りによる安値
を予想して殺到した結果，高値となったのである（95）。しかし，9月1日の競
売出品高は僅かに8，200俵強に留まり，銘柄も普通品が大部分であった。英
国とドイッは買い気を示したが，売れ行きは8割にすぎなかった。相場も5
分程度下落して，早くも市場崩壊を示し始めた㈱。シドニー羊毛市は，9月
4日に入って上値は良好なものの，中等品以下は初日に比べて5分以上の値
下がりを示した。当初，新聞各社はシドニー初市を楽観視していたが，次第
に状況が厳しいことを報道し始めた。デーリー・レーバー紙も今シーズンの
損失は約775万ポンドに達し，日本の不買は豪州に重大な金融上の困難をも
たらすであろうと報道した（97）。実際，1936年10月末現在の豪州における羊
毛在荷高は，日本不買の影響を受けて1935年同期より10万9，000俵増加し，
特にシドニー，ブリスベン，ビクトリアでの在荷高が激増した（第7表）。
　9月14日，日豪通商交渉は再開された。しかし，日本側は豪州提案に関
してとうてい承服しがたい旨を通告した。これにより，日豪通商交渉は決裂
し，約三週間にわたる交渉は実を結ばなかった（98）。豪州国内では，日豪通商
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　交渉の進展に関して不満
第7表豪州の羊毛在荷高 単位：千俵
都市名 1936年10月末1935年10月末
シドニー 522 463
ブリスベン 132 92
ビクトリア 310 274
アデレード 93 98
パース 43 63
タスマニァ 1 1
合計 1，102 993
（注）r東京朝日新聞』（1936年11月14日）により作成。
　　合計のあわない所もあるが，原資料のまま掲載した。
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をもっ地方党の一部議員
も見られるようになり，
豪州政府としても対応に
迫られることとなった（99）。
9月29日には労働党首領
のカーチンが，豪州議会
で日豪間の折衝内容と日
（718）
豪州保護関税政策と日豪貿易（2）
本側の提案にっいて質問を行ない，さらに豪州の利益を考えマンチェスター
の考えでこの問題を処理することには反対であると言明した（1°°）。
　10月2日には東京朝日新聞記者の会見要求にガレット通商条約大臣が応
じた。この会見において，ガレット通商条約大臣は村井総領事との交渉は続
行中であり，羊毛の値下がりも見られるが羊毛業者は採算が取れており，豪
州にとって羊毛以外の主要産品（肉類，バター，果実類など）を英国に販売
しなければ豪州農村は羊毛の値下り以上に大打撃を受けるであろうと述べた。
さらに，10月3日には通商局を通じてガレットの回答文が記者に手渡され
た。これによると，豪州政府が対日政策を取った経済的理由は次の三点であ
ることが主張されていた（1°1）。
（1）豪州の羊毛，小麦は勿論，その他の主要産物，すなわち肉類，バター，
　　砂糖，果実類の輸出は大部分英国本国を市場としている。日本も羊
　　毛，小麦の良い買い手であるが，これ等の商品においても英国の豪
　　州商品購入は日本をはるかに凌駕している。したがって，豪州にと
　　りこれ等の商品の英国市場喪失は豪州農民に破壊的影響がある。
（2）この豪州の対英輸出に対して豪州が報恩的に英国より購入できる商
　　品は織物類である。英国よりの対豪綿布輸出はオタワ協定における
　　英豪関係の最も重要な点であった。豪州政府は英国の豪州産物に対
　　する特恵的取扱いに対して豪州における織物販売市場で英国品に特
　　恵を与え，日本品を制限せざるを得なくなった。
（3）ここ数年の日本綿布，人絹織物の対豪輸出の急激な増加に原因があ
　　る。日本の急激な輸出増加は，価格の低落と為替暴落を原因として
　　いる。日本の輸出業者が急激に価格を低落しなかったならば，この
　　ような紛争は起らなかったであろう。
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　ガレット通商条約大臣は，紛争の早期解決を望みながらも，弱腰になって
妥協的態度にはならないと言明しており，日豪通商交渉の前途は多難と見ら
れていた。10月1日に豪州政府は村井総領事に通達を送って新提案をなし
た。これは，日本織物輸入許可数量を1億平方ヤードにすることを提案した
ものであるが，外務省は断固強硬姿勢を貫いたため進展はみられなかった。
外務省としては，羊毛買付を豪州から新西蘭，南阿，南米諸国等に変更する
羊毛分散買付主義に移行しており，また国内の人造羊毛工業の発展もみられ
ることから日本側の損失は豪州側よりも低いとして提案を却下していた（1°2）。
こうしたなか，10月4日には南阿羊毛が商船「めるぼるん丸」（5，423トン）
によってポート・エリザベスから阿毛第一船として1万4，718俵を詰め込ん
で出港した。1935年度の阿毛買付総量は1万4，800俵であり，1936年度は
第一船だけで1935年度分とほぼ同量の阿毛を買い付けたことになる（1°3）。
　日豪通商交渉の停滞に対して，10月末になると豪州国内の民間側は豪州
政府に対して対豪織物輸入許可数量を1億平方ヤードから更に2，000～3，000
万平方ヤードを譲歩して交渉を進めるべきだという機運が進展してきた。10
月25日のシドニー・サン紙は東京特電として東京朝日新聞の記事を掲げ，
「濠洲羊毛買付数量は大体において四十万俵を妥当とする意見に傾きっっあ
り之に対し濠洲政府は一億二千乃至三千万ヤードの日本織物を輸入許可して
日濠折衝は一応妥協に到達するのではないか」（1°U）と報じた。ライオンズ首
相も同紙の取材に対して「日濠通商の前途は楽観され日本濠洲にとつて共に
満足なる協定成立の可能性はあると思ふ，交渉はデッドロックの状態にある
のではなく引続き進行中である，然し今其数字を明示することは出来ない」
と述べた（1°5）。10月27日のシドニー・グラフ紙は「日濠間の紛争は十一月中
に解決するであらう，最初濠洲政府が提出した日本織物輸入許可数量八千万
平方ヤードは駆け引きの数字に過ぎないので結局濠洲側はこの数字の引上げ
を行ふと思う」（’°6）と報じた。また海運新聞シッピング・リスト紙は10月27
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日の社説で「伝えられるところによれば日本は四十万俵の羊毛を輸入せんと
するが如くであるがこれに対して濠洲においても目下のところ政府は日本の
織物輸入を一億平方ヤードに限定する方針である，しかし一方当地財界の観
測によれば過般設立された羊毛関係業者四名及び閣僚四名より成る日濠折衝
に関する政府の特別諮問委員会はこの数字を一億二千万平方ヤードにまで引
き上げること建言せんとしてゐる」（’°7）と報道し，豪州においては日豪交渉
が進展するという楽観論が広がっていた。なお，豪州政府は10月29日にベ
ルギー，チェコ，南阿との間に新通商条約を締結した（1°8）。
　日豪通商交渉は9月中旬より停滞状態に入っていたが，10月末頃からの
両国民間業者の間で交流促進の機運が高まってきたことと，豪州政府から再
三にわたる新提案が行われたこと等により11月11日に約二ヶ月ぶりで交渉
が再開されることになった。交渉再開において，日本側は織物輸入数量は1
億5，000万平方ヤードを主張し，羊毛数量最大限度は40万俵を超えない程
度を要求するものと見られた（1°9）。
　11月11日，村井総領事とガレット通商条約相の会談は午前と午後の二回
にわたって行われた。日本側は新納領事，豪州側はムーア条約局長が同席し
た。村井総領事は日本の新回訓に基づいて日本の対案を説明し，もしこれに
より解決できなければ日豪会商は到底成立の見込みは無い旨を灰めかし
た（’1°）。会談終了後，村井総領事は「今日の会商は日本側の対案を声明した
に過ぎない，従って濠洲側はこれを閣議に諮り回答して来るまでは果して交
渉が設立するか否かは言明出来ないが話は大体において順調に推移してゐる
ので前途は必ずしも悲観したものではない」（m）と語った。また，ライオン
ズ首相は「日本の提案を見たがこれを拒絶する理由はないと思ふ，交渉の前
途は引続き有望である，しかし最後的決定を見るまでにはこS数日を要する
であろう」（112）と語り，日豪ともに通商交渉を楽観視する声が高まってきた。
これを反映してシドニー市場の豪毛相場は，メリノ64－70番が34ペンスか
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ら35ペンスとなり前週に比して五分ないし七分の上昇を示した。出市高は
1万2，000俵見当で，出来高は九割から九割六分に上昇した。買手は英国，
フランス，ドイツ，ベルギーなどであり，日豪会商成立後の日本筋の買い進
みによる市場昂騰を見越してのものと見られていた（113）。10月12日の村井・
ガレット会談は関税省において午後行われた。この会談で，豪州側は日本の
提案に対して多少の修正を要望したため，村井総領事は13日に一旦シドニー
に戻り，外務省にこの点にっいての請訓を仰ぐことになった（1’4）。この修正
要求とは，豪州からの羊毛輸出量と日本側の織物輸出量とを数量的にリンク
させる基本数量に関するものであり，修正は微少であることから日本からの
回訓をまって交渉は再開されるものと予想された（ll5）。豪州政府は5月23日
から実施された関税改正案の審議を延期すると共に，有効期限を11月22日
より更に二週間延長することに決し，これを議会に提出することになった。
日豪通商交渉の進捗状況が良好なことから，新関税案の審議を延期したので
ある（116）。11月18日，豪州連邦議会は高率関税法案を差し当たり12月7日
まで有効とする件を可決した。極めて短期間の期限を付したのは，日豪通商
交渉の成立を見越してのことであった（117）。
　日本政府の回訓は11月18日にシドニー総領事館に到着し，19日からガ
レット通商条約相との交渉が再開されることになった（1’8）。19日の会談内容
は不明だが，20日の村井・ガレット会談は僅かに30分で終了した。日本側
は豪州羊毛許可数量40万俵に対して織物最高輸入数量1億3，000万平方ヤー
ドを主張したのに対して，豪州側は1億2，000万平方ヤードを主張し，1，000
万平方ヤードの開きがあった（1’9）。翌21日にも村井・ガレット会談が一時間
にわたって行われたが，妥協点を見出すことは出来ず，日本側の回答に対し
て豪州側は再修正を要求した。村井総領事は21日にシドニーに戻り，外務
省に請訓することになった（⑳。ガレット通商条約相は，26日の豪州議会に
おいて労働党首領カーチンスの質問に対して「余は今でも日濠紛争は両国に
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満足なる形で解決されると信じている，先週の日濠折衝の結果紛争解決は極
あて間近かにあると思つてゐる，それは両国代表が始めて紛争解決のたあ基
礎案に接近したがたあである」（121）と述べ，日豪通商交渉は解決間近である
ことを強調した。
　12月1日，日豪交渉が再開された。村井・ガレット会談は午後五時から
夕食を挟んで二回にわたって行われた。数量問題で豪州政府は，日本織物輸
入数量を1億2500万平方ヤードまで譲歩したが，成立には至らなかった（122）。
12月2日も交渉が続けられ，この第三次村井・ガレット会談で日本織物の
対豪輸出数量および関税問題について日豪間の意見はほぼ一致してきた。し
かし，日本の豪毛輸入数量に関して豪州は40万俵以上の買付を要求してお
り，この点について外務省に請訓することになった（123）。12月8日にも村井・
ガレット会談が行われ，日本の豪毛輸入許可数量にっいて折衝の結果，1937
年は1月からの半シーズン，1938年は7月からの一シーズンで豪州羊毛80
万俵を輸入許可することとし，この妥協案を外務省に請訓することになっ
た（124）。豪毛輸入許可数量に関しては外務省，商工省ならびに民間企業者も
異議なく，大綱において両国の見解は一致した（’25）。12月12日も村井・ガレッ
ト会談が行われ，交渉は頗る友好的に進んだ。豪州側では13日に閣議を開
いて日本の回答を考慮し，同日に村井・ガレット会談を開催する予定であり，
これは最後の会談になるのではないかと期待されていた㈱。
　このように，日豪通商は最後の詰めに入っていた。13日の会談後には，
日豪新通商協定の原案が作成され，直ちにキャンベラから長文の電報が外務
省に打電した模様と見られていた（127）。しかし，この日の会談では，織物の
協定期間で問題が生じていた。豪州側は，羊毛ニシーズン（1936年7月か
ら起算して2年間，実質は1937年1月から1938年6月までの一年半）80
万俵買付に対して，織物人絹の協定期間も一年半1億5，375万平方ヤードと
主張してきた。日豪会商に関する回訓は15日深夜まで外務省，商工省間で
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慎重に打ち合わせが行われ，最後案が16日に村井総領事宛に発せられた（1as）。
12月18日には村井・ガレット会談がメルボルンで開催され，日本側からの
回答が述べられたが，両者の主張は一致を見なかった（1tS）。このような羊毛
年度と織物年度の食い違いによって日豪交渉は暗礁に乗り上げ，最後の段階
で最大の難局に直面することになった。18日夜には村井総領事の請訓が外
務省に送られたが，日本からの回答が否定的であれば日豪交渉は再び決裂状
態になり，村井総領事が二月には日’本に帰国することもあり，交渉再開は明
春に持ち越されるのではないかという意見が出てきた㈹。しかしながら，
12月20日の日本政府の回訓を契機として再び和協的気運が台頭してきた。
12月22日には村井・ガレット会談が行われ，最後案として羊毛輸入はニシー
ズン80万俵を1937年1月から一年半で80万俵に譲歩したほか，綿布・人
絹布は一年半で1億5，375万平方ヤードにすることで両国の歩み寄りがなさ
れた（131）。この公電は24日午前に外務省に全文が到着したため，直ちに商工，
大蔵両省と協議した結果，大体において異議なきものと認め，24日夜にメ
ルボルンの村井総領事宛に回訓した（132）。また，大蔵省では24日に関税調査
委員会幹事会を開催し，対豪通商擁護法発動に関する勅令（六月二十四日勅
令百二十四号）の件を審議し，さらに26日午後に首相官邸に関税調査委員
会を開催して勅令百二十四号廃止に関する勅令公布の件を附議決定すること
になった（⑬。日本政府の回訓は24日午後九時にホテル滞在中の村井総領事
のもとに届いた（134）。12月25日はクリスマスにもかかわらず，ガレット通商
条約相はメルボルン郊外の自宅に村井総領事，新納領事を午餐に招待し，正
午から約一時間にわたって日豪会商を行った。この会談において，村井総領
事は日本政府の回訓を述べ，日本政府は日豪妥協案に異議なき旨を伝達した。
ガレット通商条約相は謝意を表し，その受諾を明言した（135）。
　12月26日夜，関税調査委員会が首相官邸で開催され，先の幹事会案を附
議した結果，異議なく可決された（’36）。外務省では，メルボルンの村井総領
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事に対して直ちに訓電を発した。村井総領事はその旨を豪州政府に伝達した
ため，ガレット通商条約相の代理としてフレッチャー関税省事務主任が村井
総領事の滞在するホテルを訪問し，通商紛争解決に関する豪州政府の通告文
書を手渡した。これに対し，村井総領事も日本政府の文書を手渡し，約七ヶ
月にわたって行われた日豪通商紛争は円満に解決されるに至った（137）。
　12月27日，外務省は12月26日にガレット通商条約大臣とシドニー村井
総領事の間で交換された日豪通商紛争解決のための通告文要領と外務省談話
を発表した㈹。
　両者の通告文要領（’39）によれば，豪州政府および日本政府の主たる妥結点
は，次のとおりである。
（豪州政府側）
　（1）1936年7月8日に実施した日本品に対する輸入許可制を廃止す
　　　る。
　（2）日本製綿布，人絹布に対し中間税率を付与し，綿布ではその税率
　　　は一平方ヤードにっき，生地（1ペンス4分の1），晒（1ペン
　　　ス2分の1），捺染又は染（2ペンス），人絹布は4ペンスに引き
　　　下げる。
　（3）日本製綿布，人絹布に対し，従課五分のプライメージ税を免除す
　　　る。
　（4）1937年1月1日から1938年6月30日の期間において，日本製
　　　綿布及び人絹布の輸入を一か年5，125万平方ヤードずっ，綿布と
　　　人絹布で1億250万平方ヤード許可する。すなわち，この期間に
　　　各7，687万5，000平方ヤード，合計1億5，375万平方ヤードの輸
　　　入を許可する。
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（日本政府側）
　（1）通商擁護法に基づく従課五割の付加税および輸入許可制を廃止す
　　　る。
　（2）1938年6月30日に終る期間において，豪州産羊毛80万俵の輸
　　　入を許可する。
　（3）1937年1月1日から1938年6月30日の期間において，輸出す
　　　る日本製綿布及び人絹布を一か年5，125万平方ヤードずっ，綿布
　　　と人絹布で1億250万平方ヤードの割り当てを以て制限する。す
　　　なわち，7，687万5，000平方ヤード，合計1億5，375万平方ヤー
　　　ドに制限する。
　このように，日豪間の新しい取決めが成立したことにより，関税は綿布が
従課換算で生地（約3割9分），晒（約4割9分），捺染等（約5割2分），
人絹も従課換算で約4割9分となった。日豪間の新取決めが決定される以前
は，綿布，人絹布ともに10割から14割であったことから，関税は半減され
たことになる。ただし，1936年5月の新税率導入以前の綿布は付加税一割
を含めて3割5分，人絹布は付加税五分を含めて4割5分であったことから，
5月以前より若干の上昇をみたことになる㈹。
　日豪間の通商戦も一応の解決をみたが，村井代表は「今回の取極めは必ず
しも全部的に見て満足なるものとはいへない。しかし世界経済の現状に鑑み
日濠通商紛争を継続することは面白くないので，兎も角今回の如き過度的措
置で紛争解決を見たのは喜ぶべきであらう。明春若松総領事の着任を待つて
本格的な通商条約の折衝が開始されやうが親善関係の回復と相まって成功を
望んで止まない」（141）と，この通告文が不本意であったことを滲ませながら
語った。一方，ガレット通商条約相は「新輸入税率は去る五月の税率よりも
非常に引下げられて従量税に改良され且つ対英特恵関税は維持されてゐる。
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綿織物は英本国より濠洲に輸入される商品のうちで最も価格が大きく，オタ
ワ会議で同商品は最も重要視された。従て過去におけるが如きイギリス綿布
の対濠市場よりの後退は濠洲主要産物の対英輸出に悪影響を被らしめたので
ある。従て濠洲政府の行動は防御的のものであり今回の解決は当初の目的を
或程度まで達したといひ得るであらう」（’42）と述べ，英国に対する特恵関税
を維持しっつ，英国の織物業を支援し，同時に豪州羊毛業の輸出を維持した
新取り決めを評価している。
　12月28日，商工省では午前中に羊毛業者，綿布人絹輸出業者を招致して
第二回羊毛輸入統制官民協議会を開催した。さらに，午後は綿布，人絹布輸
出業者とそれぞれ個別的に協議を行い対豪貿易統制の大綱方針を決定した。
羊毛許可制に関しては，次の四点を決定した。
（1）買付は1937年1月4日からのオークションより開始する。
（2）買付の数量，方法等は羊毛輸入統制協会に一任する。
（3）南阿，南米，ニュージーランドよりは既定方針通り一シーズン38
　　万俵以上を買い付ける。
（4）以上の分散買付羊毛に対する補償科率は従前どおりとする（1俵
　　につき南阿15円，南米8円）
　日豪会商の成立により，日本は1937年1月から1938年6月にいたる1年
6ヶ月の間に豪州羊毛80万俵を輸入することになった。この輸入割り当て
も羊毛輸入統制官民協議会で決定され，1937年1月から8月までに30万俵，
9月から1938年6月までに50万俵を輸入することになった。また，1937
年の月別輸入数量は，1月9万俵，2月8万俵，3月7万俵，4月から8月
までが各6万俵と決定した。なお，綿布，人絹布輸出統制に関しては，綿布
は日本綿糸布大洋州輸出組合，人絹布は日本絹人絹輸出組合連合会が中心と
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なって行い，このために輸出組合第九条による統制命令を発動することになっ
た。また，輸出の割り当て等に関する細目取り決めは，当業者間において協
議の上決定することになった㈹。
　1936年12月30日，豪州は対日通告の内容を実施する趣旨の布告，およ
び関税規則改正を公布し，1937年1月1日午前9時から実施することになっ
た（144）。翌12月31日，ライオンズ豪州首相はメルボルン発電報で「余は我々
が日濠両国間の通商上の諸難関を克服して協定到達に成功したことを頗る欣
快とする。而して余は時日の経過するに従ひ本協定が両国に満足すべきもの
となるであらうことを期待する。仮令将来些少な困難が生起することある場
合と錐も余はこれらの困難が今回と同様な友好的精神を以て除去されることS
確信する。日濠両国間の友誼的交際は最も希望すべきことであり最近完結し
た交渉がこの目的に寄与すべきことを余は確信するものである。」（145）と述べ
た。
（5）通商擁護法による日豪貿易への影響
　1936年の豪州貿易転換政策と日本の対豪通商擁i護法の発動は，日豪貿易
に大きな影響をあたえた。日本からの対豪輸出総額は，豪州の高関税と特別
輸入割当制のもとで停滞した。1935（昭和10）年の対豪輸出総額は7，479
万3，000円であったが，1936年には6，876万3，000円に減少した。対豪通商
擁護法の影響を直接的にうけたためであり，両国の和解によって輸出再開が
始まった結果，1937年には7，208万円となった。1937年の品目別輸出額で
は，人造絹織物が1，666万7，000円で首位であり，これに次ぐものとして綿
織物1，352万7，000円，生糸813万3，000円，絹織物266万4，000円であっ
た。これらの繊維関係品目で約58％を占めており，貿易再開後も対豪貿易
において繊維製品が日本の主要輸出品であった（第8表）。なお，日本から
豪州への綿織物輸出は1937年に5，200万平方ヤード，1938年に6，300万平
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方ヤード，人絹輸出は1937年に4，200万平方ヤード，1938年に5，800万平
方ヤードであり，協定量をほぼ確保した⑯。
　一方，豪州からの輸入総額は，1935年の2億3，512万8，0000円から1937
年には1億6，525万2，000円まで減少している。品目別輸入額では羊毛が全
輸入品の約七割を占めているが，金額的には1935年の1億8，200万7，000
円から1936年の1億4，749万3，000円，1937年の1億1，819万6，000円へと
第8表　日本から豪州への品目別輸出額 単位：千円
品　目 1935（昭和10）年1936（昭和11）年1937（昭和12）年
人造絹織物 22，306 18，415 16，667
綿織物 17，176 13，986 13，527
生糸 4，233 5，231 8，133
絹織物 6，691 4，076 2，664
陶磁器 2，805 2，291 2，599
缶瓶詰食料品 881 946 2，489
玩具 2，010 2，137 2276
硝子及同製品 1，048 1，114 1，412
紙類 205 477 1，176
綿タオル 526 496 904
紐釦 521 596 669
ランプ及同製品 652 571 565
身辺装飾用品 423 493 558
人造絹糸 1，181 ．1，223 518
鉄製品 454 460 493
合　計 74，793 68，763 72，080
（注）貿易局r昭和十二年本邦外国貿易状況』（昭和14年2月），115－116頁により作成。
　　　　第9表　日本の豪州からの品目別輸入額　　　　　　　　単位：千円
品　目 1935（昭和10）年1936（昭和11）年1937（昭和12）年
羊毛 182，007 147，493 118，196
小麦 30，936 17，392 15，623
皮類 2，295 1，124 5，023
牛脂 2，201 747 1，147
牛肉（生） 515 406 744
貝類 1，332 1，461
合　計 235，128 181，914 165252
（注）貿易局『昭和十二年本邦外国貿易状況』（昭和14年2月），116－117頁により作成。
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急減している（第9表）。豪州貿易における羊毛輸入の減少が輸入総額に大
きく反映している。日本の豪州羊毛買付量は，1937年に31万6，000俵，
1938年に25万5，000俵であり，協定量40万俵には達しなかった（147）。豪州
からの羊毛輸入量が減少するなかで，日本の羊毛輸入額は1935年の1億
9，176万円から1937年には2億9，843万3，000円へと増加した（第10表）。
羊毛の国別羊毛輸入額では，豪州が1936年には輸入総額の73．4％を占めて
いたが，1937年には39．6％と大幅に比率を落とした。1937年に豪州にっい
で輸入額が多かったのは南阿連邦（27．7％），ニュージーランド（14．4％），
アルゼンチン（6．0％）などであった。日本の分散買付が行われた結果，豪
州以外の国からの輸入も増加したといえよう（第11表）。なお，1936年末
の羊毛市場は，日豪貿易が開始されるという予想のもとに活発化し，1937
第10表　日本の羊毛輸入額の推移 単位：千円
年 上半期 下半期 合　　計
1935（昭和10）年
P936（昭和11）年
P937（昭和12）年
96，174
P67，471
Q58，003
95，586
R3，426
S0，400
191，760
Q00，897
Q98，403
（注）貿易局『昭和十二年本邦外国貿易状況』（昭和十四年二月），521頁により作成。
第11表国別羊毛輸入額の推移 単位：千円
国　別 1936（昭和11）年 1937（昭和12）年
満州国 269 526
関東州 4
中華民国 611 381
イギリス 1，190 1，072
チリ 1，744 2β76
アルゼンチン 6，561 17，713
南阿連邦 17，388 82，762
豪州 147，493 118，196
ニユージーランド 18，316 42，821
その他 7，318 32，552
合　計 200β98 298，403
（注）貿易局『昭和十二年本邦外国貿易状況』（昭和十四年二月），522頁により作成。
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年に日本側の買付が開始されると，羊毛市価は同年1月の一ポンド当り38
ポンドから4月には40．5ポンドに相場が上昇した（148）。
　日本の羊毛工業会は，日豪貿易の途絶によって大打撃を受けたが，この間
にステープル・ファイバー工業を育成するとともに，羊毛分散買付主義を確
立した。1936年12月19日現在の原毛買付量は，南阿毛19万5，000俵，南
米毛14万俵，ニュージーランド毛2万8，000俵であり，これに豪州の原毛
40万俵を足せば，76万3，000俵に達した。これに代用繊維再生毛を活用す
れば，80万俵以上に達することができた。また，綿布，人絹布の輸出は，
日豪通商の回復により輸出許可量が設定され輸出にも明るさを取り戻した。
しかし，従量税の影響を避けるためには輸出品の高級化が必要となり，量的
な減少を質的な価格上昇で補足する必要性も生じてきた（’49）。
　南阿毛，アルゼンチン毛の輸入拡大は，日本と両国との貿易構造に変化を
もたらした。1936年の日本の対南阿輸出は4，153万3000円であり，輸入は
2，256万1，000円で依然として輸出が輸入を上回っていたが，急激に輸入額
が増加している。南阿では日本の綿布，人絹，陶器などの重要輸出品に高関
税を課しており，日本側からは貿易調整の声が高まった（15°）。アルゼンチン
も同様で，1936年に日本は2，998万9，000円を輸入していたのに対して，輸
出は2，271万1，000円で輸入が輸出を上回った（第12表）。このように，豪
州羊毛にかわる羊毛分散買付の進展は，日本に新たな問題を生じさせること
になったのである。
第12表日本め対アルゼンチン・対南阿の輸出・輸入額の推移 単位：千円
アルゼンチン 南　阿年　次 輸出 輸入 輸出 輸入
1934（昭和9）
P935（昭和10）
P936（昭和11）
20，013
Q8，601
Q2，711
12，128
P6，370
Q9，989
29，539
R2，769
S1，533
8，235
S，761
Q2，561
（注）『東京朝日新聞』（1937年2月4日）により作成。
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むすびにかえて
　1936（昭和11）年1月に再開された日豪通商交渉は，当初は極あて順調
とみられており，日豪両国ともに輸入制限，輸入割当は行わないという取り
決めがなされた。しかし，交渉は同年4月頃から難航を極め，最終的には豪
州の高関税導入，日本の通商擁護法発動によって両国の貿易は途絶状態になっ
た。結局，1936年12月末に日豪両国は新しい貿易協定によって合意をみた
が，この間，政府間はもちろんのこと，豪州の羊毛生産者，羊毛輸入商社，
国内の羊毛工業，毛織物工業，綿織物業者など各方面への影響は甚大であっ
た。
　日豪通商交渉の難航の原因の一っは，豪州と英国が両国の産業・貿易構造
において密接な関連をもっていたことにある。豪州は羊毛，小麦はもちろん
のこと，肉類，バター，砂糖，果実類の輸出を英国向けに行っており，これ
ら輸出品の見返りとしての豪州向織物輸出は英国にとって重要な商品であっ
た。オタワ会議以降，豪州は英国との特恵を強化しており，英国の対豪織物
輸出は最重要課題のひとっとなった。豪州の総輸入貿易のなかで英本国の占
める比率は1929（昭和4）年には39．8％であったが，1933（昭和7）年に
は43．7％に上昇した。また，豪州の総輸出貿易になかで英本国は1929年の
36．3％から1933年には49．5％に上昇した〔’5D。
　豪州が英国との貿易関係を密にしていく一方で，豪州市場には日本からの
低価格な人絹布と綿布が年々流れ込んできた。1935年の豪州人絹輸入でみ
ると，日本製人絹は6，580万1，000平方ヤードであったのに対し，英国の人
絹は284万平方ヤードで日本製人絹が豪州市場を席捲していた。さらに，綿
布輸入では1933年に英国の三分の一程度しかなかった日本製綿布は，1935
年には8，663万4，000平方ヤードまで急増し，英国の1億1，834万6，000平
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第13表　豪州の日本・英国からの人絹・綿布輸入額の推移　　単位：千平方ヤード
アルゼンチン 南　阿年　次 日本 英国 日本 英国
1933（昭和8）
P934（昭和9）
P935（昭和10）
21，151
S2，988
U5，801
1，497
Q，632
Qβ40
54，902
V4，499
W6，634
145，742
P41，592
P18，346
（注）外務省監修『通商条約と通商政策の変遷』（世界経済調査会，1951年），1003頁により作成。
方ヤードを追い上げていた（第13表）。こうした日本製繊維品の豪州市場へ
の流入は，豪州の物価下落や産業の衰退をもたらし，英国産業及び貿易を脅
威にさらすものと考えられた。この状態は，英国としても無視できない状況
であり，豪州政府が豪州製品の英国での特恵的扱いの見返りとして，英国製
品の豪州での特恵的な取扱いを行い，さらに日本製綿布・人絹布に対して量
的制限・高関税を実施したのは自然の成り行きであった。日豪通商交渉の過
程においては，日本脅威論，南下政策などが交渉進展の障害になったことも
事実であるが，基本的には英国ブロック経済の強化によって豪州政府の貿易
および産業政策に大きな転換が行われ，高関税，輸入割当などの措置がとら
れたのである。
　ところで，1937年1月1日から実施された日豪貿易協定は，1938年6月
末で満期となり，1938年7月1日には第二次協定が結ばれ，即日実施され
た。第二次協定は期間が一年に短縮された。この協定では，（1）日本側が
羊毛総輸入量の三分の二を豪州産羊毛に振り分けること，（2）豪州側は同
期間中に綿織物5，125万平方ヤード，人絹及びステープル・ファイバー織物
5，125万平方ヤードの輸入を許可すること，の二点が決められた。さらに，
1939年7月1日からは期限なしでの協定が継続されたが，いずれかの一方
の国の通告によって何時でも廃止されるものとなり，両国の通商協定は極め
て不安定の状態となった。結局，日本と豪州との通商は1941年12月8日の
日英米開戦により全面的停止状態に陥るのである（152）。
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《注》
（1）　「貿易調節及通商擁護二関スル法律（法律第四十五号，1934年4月6日）」
　　（『官報』第2177号，1934年4月7日）。
（2）　『最近日本・英帝国経済関係ノ経過（第四輯）』（日本経済連盟会調査部，
　　1937年5月），68頁。
（3）　同上，79－80頁。
（4）　同上，69頁。
（5）　「日濠，日埃両会商の危機」（『東京朝日新聞』1936年4月23日）。
（6）「濠洲紙所論の本邦綿及人絹織物輸入制限問題」（『外務省通商局日報』1936
　　年第117号，1936年5月23日発行）。
（7）同上。
（8）　同上。
（9）同上。
（10）　同上。
（11）　同上。
（12）　「対濠報復策に通商擁護法を発動」（『東京朝日新聞』1936年4月30日）。
（13）　「濠洲の誤解一掃へ」（『東京朝日新聞』1936年5月13日）。
（14）両国の誤解をとくために決議された内容は次のとおりである（前掲『濠洲の
　　対日高関税と通商擁護法発動迄の経緯概略』，20頁）。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　昭和十一年五月十二日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日濠協会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会長男爵阪谷芳郎
　　　　　　最近の日濠関係に関する日濠協会理事会の決議
一，日濠両国間に従来特種的に持続し来りたる日濠親善関係を最近の情勢に於
　　ては，之を撹乱するが如き傾向にあることを感知するは，日濠協会として
　　甚だ遺憾とするところである。
二，日濠両国間に幡る現在の情勢悪化は主として，日濠両国間の誤解に起因す
　　るものにして，之が是正に就ては日濠両国の同情的協調により両国の要求
　　を慎重に考慮し，両国の利益を図ることは最善の方法なりと日濠協会は信
　　ずるものである。
三，濠洲及び日本の国策は他国の国策と同様であつて，日濠両国は政治的安定
　　並に経済的繁栄を基調とし国家の安全保障を確立する事を企図せざるべか
　　らず。
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　　四，濠洲に於ける或一部人士の観る処に依れば『日本の国家安全保障は南太平
　　　洋に於て広大なる領土を獲得することに依つてのみ得らるSものなり。』
　　　　と云ふが如き或る日本人の言辞並に出版物等が濠洲人に危倶の念を抱かし
　　　　むるに至った様に伝聞することは誠に遺憾である。
　　五，斯る不安の念を抱かしめたることは，結局誤解に起因するものである事を
　　　　日濠協会は確信する。
　　　　日本は原料の供給並に輸出販路を海外市場に需めざる可からざる国情であ
　　　　る。従つて日本は対外的に経済的発展を慎重に南太平洋並に世界各国に求
　　　　めてゐるのであるが，日濠協会は日本が南太平洋に於て領土を獲得するが
　　　　如き野心を有するものにあらずと確信する。
　　六，日本と濠洲との貿易関係は他国よりも従来一層緊密なりしを以て，此際日
　　　　濠両国は虚心坦懐，現存する誤解を一掃し，更に上述の言辞並に出版物は
　　　　無責任なる人士の所為であると言ふことが判明すれば，日濠両国間の関係
　　　　は従前通り良好関係を継続するものなりと日濠協会は確信する。
（15）　「濠洲の関税引上結局審議魅了か」（『東京朝日新聞』1936年5月16日）。
（16）ガレットの演説内容は次のとおりである（「濠洲関税改正と通商大臣の演説
　　要領」（『外務省通商局日報』1936年第119号，1936年5月25日発行），100－
　　102頁）。
　　　濠洲連邦政府は国内産業及対外輸出貿易振興の為，輸入関税改正案及輸入許
　　可制案等の採用を決定せり。英国は羊毛以外の濠洲原始産品に対する唯一の大
　　市場にして，又羊毛に就ても第一の市場なり。諸外国は其門戸を閉鎖し，差当
　　り濠洲原始産品に対する旧市場恢復の見込なし，濠洲の発展の為には原始産品
　　輸出の増加を必要とする処，是等は英国に売込の外なし，他方英国品は外国品
　　との置換に依らざれば是等を買入るSことを得ず，之が為許可制度の実施及関
　　税改正に決定したものなり。輸入許可制度を実施するも濠洲が輸出超過となり
　　居る国に対しては，其許可は自由に与へらるべく，又濠洲が，輸入超過となり
　　居る国に対しても，連邦政府が満足なる状態にありと認むる国に対しては之を
　　自由に与ふべし。尚輸入の許可を制限する国に対しても，当該国の濠洲品購買
　　増加に比例し，輸入の許可を加減する考なり。許可制度及関税改正に依り変更
　　せらる・差当りの輸入金額は，連邦政府の研究に依れば二百二十九万硝なるが，
　　其中八十四万五千膀は国内産業に依り，百三十一万膀は英国に依り，十三万五
　　千膀は好顧客たる外国に依り取得せらるべし。右の外自動車シヤッシーの金額
　　四百万英貨膀は，当年中に大部分は濠洲産業の取得する所となるべし。他の競
　　争を許さS’る安値に依る織物の輸入は英国の妥当なる割合保留の為の措置採用
　　を必要ならしめたり，オタワに於て英政府は綿布及び人絹布に対する特恵を極
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　　めて重要視せるが，英国品は逐年低廉なる，外国製品の為駆逐せられつ・あり，
　　人絹布の如き一九三五年に於ては九〇％迄外国品なり，綿布も人絹布の如き運
　　命に陥ること遠からざるべし。現行税率の下に於ては人絹布は綿布以下の価格
　　に於て売られつ・あり。濠洲は最早此事態を静視することを得ざるを以て，国
　　税引上に至れるものが，右は全く英国産業及濠洲産物の英国市場への依存性保
　　護の必要に出でたるものなり，本品の主たる供給国が日本なるに付，同国より
　　の輸入量を協定総量に削減する為，総ゆる試を為したるが妥結に至らず，遂に
　　連邦政府は関税改正の巳むなきに至れるものなり。低廉なる外国産織物に対す
　　る此種措置は殆ど総ての国に於て採用し居る所にして，日本人も人絹布に
　　一〇〇％の重税を賦課し居れり。次に新関税の及ぼす影響を予測すること困難
　　なるも，人絹に就ては日本が依然主たる供給国たるべし。綿布は英国は大なる
　　輸出増加を見るべきも，日本は依然相当大なる額を輸出し得べしと思考せらる。
　　新関税は毫も差別的のものにあらず，総ての国に同様に適用せらる・ものにし
　　て，最恵国主義は維持せらるべし。
（17）　「対日関税大幅引上濠洲下院声明さる」（『東京朝日新聞』1936年5月23日）。
（18）　「世界市場日英の基本的対立」（『東京朝日新聞』1936年5月23日）。
（19）「対濠挑戦対策進む」（『東京朝日新聞』1936年5月24日）。
（20）　前掲『濠洲の対日高関税と通商擁護法発動迄の経緯概略』，28－29頁。
（21）前掲『最近日本・英帝国経済関係ノ経過（第四輯）』，70頁，「八十六商品に
　　輸入許可制」（『東京朝日新聞』1936年5月24日）。
（22）　「報復を決議」（『東京朝日新聞』1936年5月24日）。
（23）　「断固，濠洲に対し通商擁護法発動」（「東京朝日新聞』1936年5月25日）。
（24）　「六団体も声明」（『東京朝日新聞』1936年5月26日）。
（25）　「輸入羊毛廿五万俵，濠洲以外に求む」（『東京朝日新聞』1936年5月27日）。
　　例年，ブリスベンでの最終せり市には約15万俵が出市され，日本商社ではこ
　　のうち3，4万俵を買い付けていた。日本羊毛工業会は，6月2日からブリス
　　ベンで開市される豪毛最終競り市での豪毛買付を見送り，9月から始まる新羊
　　毛年度の買付は三分の一（25万俵）を買い控え，これを南阿，南米，ニュージー
　　ランドなどから補給しようとした。
（26）　「濠毛輸入制限高，なほ未決定」（『東京朝日新聞』1936年5月28日）。
（27）　「擁護法発動に全幅の支援，日本経連が決議」（『東京朝日新聞』1936年5月
　　27日）。
（28）　「具体案作成の上，政府に建議」（『東京朝日新聞』1936年5月29日）。
（29）　前掲『最近日本・英帝国経済関係ノ経過（第四輯）』，73－74頁，「六月十日頃
　　を期し愈通商擁護法を発動，関税調査会で決定」（『東京朝日新聞』1936年5月
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　　29日）。
（30）　「対濠擁護法予定通り発動」（『東京朝日新聞』1936年5月31日）。
（31）「毛織輸出組合対濠策陳情」（『東京朝日新聞』1936年5月31日）。
（32）　前掲『濠洲の対日高関税と通商擁護法発動迄の経緯概略』，34頁。
（33）　同上，35頁。
（34）　同上，35－36頁。
（35）同上，38－40頁。ガレットは5月23日に「日本品には数量制限を加へず一方
　　米国品には数量制限をも併課するから新関税は日本に決して不利ではない」と
　　述べ，さらに25日には「新輸入許可制の実施により日本品の輸入は何等の制
　　限を受けず輸入業者に対しては従前通り聯かの遅滞も且っ不便もなく日本品の
　　輸入が許可されよう」と強調した（「日本品の輸入は何等制限されず」，『東京
　　朝日新聞』1936年5月26日）。
（36）　「通商打開策に委員会を設置す，日商，対濠強硬決議」（『東京朝日新聞』1936
　　年6月3日）。
（37）同上。
（38）前掲『最近日本・英帝国経済関係ノ経過（第四輯）』，74頁，「報復策実施を
　　前に今一応の警告」（『東京朝日新聞』1936年6月3日）。
（39）　「対濠報復策に友誼的解決希望，濠洲政府正式回答」（『東京朝日新聞』1936
　　年6月7日）。
（40）前掲『濠洲の対日高関税と通商擁護法発動迄の経緯概略』，40－41頁。
（41）　同上，41－42頁。
（42）　同上，42－43頁。
（43）　「商議継続と称し辛くも反対抑圧，苦境に立っ濠洲政府」（『東京朝日新聞』
　　1936年6月12日）。
（44）　「日本羅紗業協会対濠問題協議」（『東京朝日新聞』1936年6月7日）。
（45）　POSISION　OF　JAPANESE　AND　RAYON　TEXTILES　IN　RELATION　TO
　　THE　AUSTRALIA　TARIFF（前掲『濠洲の対日高関税と通商擁護法発動迄
　　の経緯概略』，44－46頁）。
（46）　「輸入羊毛廿五万俵，濠洲以外に求む」（『東京朝日新聞』1936年5月27日）。
（47）　「報復忽ち顕れて濠洲狼狽の色，日本側が競売不参加に衝撃」（『東京朝日新
　　聞』1936年6月6日）。
（48）「商議継続と称し辛くも反対抑圧，苦境に立っ濠洲政府」（『東京朝日新聞』
　　1936年6月12日）。
（49）　「対濠贋懲を強化，羊毛買付更に減量，輸入手控へ三分の二」（「東京朝日新
　　聞』1936年6月4日）。
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（52）
（53）
（54）
（55）
（56）
（57）
（58）
（59）
（60）
（50）　「対濠報復の断行，商相諒解を求む」（『東京朝日新聞』1936年6月5日）。
（51）　商務官首藤安人「濠毛輸入制限問題（上）」（『東京朝日新聞』1936年6月5
　　日）。首藤安人は1935年の遣豪親善使節随行員として出渕大使と共に渡豪し，
　　日豪通商問題にっいて協議した人物である。
　　　「政府を鞭提，経済最後的態度決定」（『東京朝日新聞』1936年6月5日）。
　　前掲『最近日本・英帝国経済関係ノ経過（第四輯）』，74－75頁。
　　「補充輸入補助，羊毛輸入商期待」（『東京朝日新聞』1936年6月9日）。
「毛濫襖，毛屑の輸出禁止実現か」（『東京朝日新聞』1936年6月6日）。
「人造繊維界の統制団体結成」（『東京朝日新聞』1936年6月11日）。
「人絹織物統制の具体案決す」（『東京朝日新聞』1936年6月12日）。
「羊毛工業界に工組結成の機運」（『東京朝日新聞』1936年6月21日）。
「輸出人絹織物の統制決定」（『東京朝日新聞』1936年6月23日）。
「羊毛代用品（ステープル・ファイバー）製織に乗出す」（『東京朝日新聞』
1936年6月24日）。ステープル・ファイバーについて，『東京朝日新聞』は次
のように述べている。
（前略）欧州大戦に際しドイッは連合国間の棉花乃至羊毛輸入防圧による衣服
資源対策としてステープル・ファイバー工業の確立を計りこれを今日の繁栄に
導いた次いでエチオピアを攻撃したイタリーが然り，今や日本また然りである。
日本の場合は，黒幕の裡から英国の手が動くまX濠州が我国の対濠綿製品乃至
人絹織物輸出を撃滅せしあんとて禁止的関税を重課したに対し，日本はその報
復手段として通商擁護法を発動し延いて濠州産羊毛の輸入制限策をとるに至っ
た事に因由する（中略）
ステープル・ファイバーとは如何なるものであるか！といふと冒頭にも註した
通り一見羊毛の如く綿花の如き形状，光沢を有する短繊維で，原料は主として
人絹パルプ，即ち木材，それをヴイスコース式製法（人絹糸と同様ステープル・
ファイバーでもこの式がもっとも簡易且っ低廉な原価で出来るといふので行は
れて居る）によると，人絹同様にヴイコース液とよぶ液体にしそれから人絹糸
ならば薬液中に噴き出させて長い糸とするがステープル・ファイバーなら二，
三寸位の短糸とするために適宜の処理を施す
かくて出来上がったステープル・ファイバーを羊毛と混織すれば洋服地のラシャ
となり，混紡すれば婦人子供服地のサージの如きものが出来，また絹紡糸や棉
花との混紡も自由に諸種の織物となし得る，更に単独に紡糸製織して着尺モス
の代用品の如きさへ作り得る様になつた，ただ今日なほ既存の繊維品に比し欠
点としてあげられるものは
　一，耐水性が弱い
142 （738）
豪州保護関税政策と日豪貿易（2）
　　一，毛や綿の特性とする絡み合ふ弾力が弱い
　　等で一方生産性の点で綿花なり人絹糸あたりよりは多少割高について居るが，
　　併し何といつても化学製品の事であるから今後の技術研究の結果を挨てぱ優に
　　同値以下の安価品とする事が出来ようし，それでなくとも既に現在羊毛市価に
　　比し約四分の一にしか当らぬといふ異常な割安さが特にステープル・ファイバー
　　を羊毛代用品視する場合何物にもましてものをいふ訳である。（後略）（「ステー
　　プル・ファイバー（上）」，『東京朝日新聞』昭和11年6月26日）。
（61）　「造毛工業に買気起る」（『東京朝日新聞』1936年6月25日）。
（62）「報復に濠洲狼狽！，交渉再開提言」（『東京朝日新聞』1936年6月17日）。
（63）　チリでは1936年7月に大蔵次官，牧羊業者代表からなる貿易親善使節を日
　　本に派遣する計画を表明した（『東京朝日新聞』1936年6月11日）。なお，
　　1936年6月23日にはパラグアイ政府が日本品の輸入制限を発表した。その声
　　明は次のとおりである（『東京朝日新聞』昭和11年6月25日）。
　　一，パラグワイ政府は国内産業保護の見地より日本品就中織物類の輸入を制限
　　　　するに決定した
　　一，日本は従来パラグワイ品を全然輸入せず従つてもしパラグワイ国に対し依
　　　　然自国品を輸出することが希望ならばパラグワイ品を輸入し互恵交換貿易
　　　　を確立しなければならない
（64）　「南阿毛買付中心に日亜貿易の振興，極東商務官強調す」（『東京朝日新聞』
　　1936年6月20日）。
（65）「通商擁護法発動，昨日，濠洲政府に通告」（『東京朝日新聞』1936年6月20
　　日）。
（66）　「濠洲側強硬，日本の要求拒否」（「東京朝日新聞』1936年6月23日）。
（67）　「対濠報復の廟議決す，宝刀「擁護法」を発動」（『東京朝日新聞』1936年6
　　月24日）。
（68）　「対濠報復の発動，愈あす発令実施，中外に理由を宣明」（『東京朝日新聞』
　　1936年6月24日）。
（69）通商擁護法は次のとおりである（『官報』第2843号，1936年6月25日）。
　　　　勅　　　　令
朕昭和九年法律第四十五号第一条ノ規定二依ル輸入制限等二関スル件ヲ裁可
シ薙二之ヲ公布セシム
　　　　御　　名　　　御　　璽
　　　　　　昭和十一年六月二十四日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　内閣総理大臣　　廣　田　弘　毅
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勅令第百二十四号
第一条
第二条
第三条
第四条
第五条
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????? ???馬　場　鎮　一
永　田　秀次郎
小　川　郷太郎
有　田　八　郎
大正十年以降外国貿易上本邦ガ各年著シク輸入超過ノ関係二在リ，
本邦トノ間二通商航海条約ノ締結ナク且本令施行ノ際本邦ノ産出
又ハ製造二対シ不当ナル輸入防遇ノ措置ヲ執ル国ノ産出又ハ製造
二係ル物品ハ昭和九年法律第四十五号第一条ノ規定二依リ本令施
行ノ日ヨリー年間主務大臣ノ許可ヲ受クルニ非ザレバ之ヲ輸入ス
ルコトヲ得ズ
前条第三項ノ規定二依リ告示シタル国ノ産出又ハ製造二係ル物品
ニハ昭和九年法律第四十五号第一条ノ規定二依リ本令施行ノ日ヨ
リー年間関税定率別表輸入税表二定ムル輸入税ノ外従価五割ノ輸
入税ヲ課ス
前項ノ物品ハ関税定率法別表輸入税表二掲グル物品ニシテ本令ノ
別表乙号二掲グルモノニ限ル
関税定率法別表輸入税表二掲グル物品ニシテ本令ノ別表丙号二掲
グルモノハ昭和九年法律第四十五号第一条ノ規定二依リ本令施行
ノ日ヨリー年間主務大臣ノ許可ヲ受クルニ非ザレバ之ヲ輸出スル
コトヲ得ズ
第一条ノ許可ヲ受ケタル者ハ許可ノ日ヨリ三月内二其ノ物品ヲ輸
入スベシ
主務大臣ハ正常ノ事由アリト認ムル場合二限リ前項ノ期間ノ延長
ヲ許可スルコトヲ得
第一条ノ許可ヲ受ケタル者前二項ノ期間二其ノ物品ヲ輸入セザル
トキハ許可ハ其ノ効力ヲ失フ
関税定率法別表輸入税表二掲グル物品ニシテ本令ノ別表甲号又ハ
乙号二掲グルモノヲ輸入セントスル者ハ製産原地証明書ヲ税関二
提出スベシ但シ郵便物ナルトキ又ハ物品ノ原価百円ヲ超エザルト
キハ此ノ限二在ラズ
前項ノ製産原地証明書ニハ物品ノ記号，番号，品名，箇数，数量
及産出又ハ製造ノ地域ヲ記載シ物品ノ産出地，製造地，仕入地又
ハ積出地ノ帝国領事館，帝国領事館ナキトキハ其ノ地ノ税関其ノ
他ノ官庁，公署又ハ商工会議所ノ証明アルヲ要ス但シ条約二別段
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　　　　ノ規定アルトキハ其ノ規定二従フ
第六条　昭和九年法律第四十五号第二条ノ規定二依リ主務大臣必要アリト
　　　　認ムルトキハ関税定率法別表輸入税表二掲グル物品ニシテ本令ノ
　　　　別表甲号又ハ乙号二掲グルモノノ輸入者，輸出者，取引業者，倉
　　　　庫業者其ノ他占有者二対シ当該物品ノ輸入又ハ輸出ノ数量及価額，
　　　　在庫数量其ノ他必要ナル事項ノ報告ヲ命ジ又ハ当該官吏ヲシテ其
　　　　ノ事務所，営業所，倉庫其ノ他ノ場所二臨検シ帳簿其ノ他ノ物件
　　　　ヲ検査セシムルコトヲ得
　　　　当該官吏前項ノ規定二依リ臨検検査ヲ為ス場合に於テハ其ノ身分
　　　　ヲ示ス証票ヲ携帯スベシ
第七条　本令中主務大臣ノ職務ハ朝鮮二在リテハ朝鮮総督，台湾二在リテ
　　　　ハ台湾総督，樺太二在リテハ樺太長官之ヲ行フ
　　　　　　附　　則
本令ハ公布ノ日ヨリ之ヲ施行ス
本令施行ノ際現二本邦二向ケ輸送ノ途二在ル物品又ハ保税地域二蔵置中ノ
物品ニハ本令ヲ適用セズ
（741）
（別表）
　甲号
　輸入税表番号
　　　一六
　二八二
　二九五
乙号
輸入税表番号
　　五二
　五三
　五五
　七一
一〇八
　　品　　名
小麦
穀粉及澱粉類
　一　小麦粉
羊毛山羊及賂駝毛ノ内 羊毛
屑又ハ故ノ繊維，屑織糸及屑糸ノ内屑又ハ故ノ羊毛
　　品　　名
鳥獣肉類
　一　生鮮ナルモノ
　　甲　牛肉
バター，人造バター及ギーノ内　バター
コンデンスドミルク
皮類（別号二掲ゲザルモノ）
獣脂
　二　牛脂
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　ニー七
丙号
輸入税表番号
　二八二
　二九五
　三四一
カゼイン
山羊，山羊毛及騎駝毛
屑又ハ故ノ繊維，屑織糸及屑糸ノ内毛又ハ毛入ノモノ
艦襖ノ内　毛又ハ毛入ノモノ
理由書　本邦の輸出品に対し不当なる輸入防遇の措置を執る国あるに依り本邦
に於ても之に対応する措置を執る必要あるに由る
（70）　「商工省令（1936年6月24日）」（「官報』第2843号，1936年6月25日）。
（71）　「大蔵省・商工省告第一号（1936年6月24日）」は次のとおりである（『官報』
　　第2843号，1936年6月25日）。
　　　　　　大蔵省・商工省告示第一号
　　　　　　　昭和十一年勅令第一二四号による国左の通り定む
　　　　　　　オーストラリア連邦
（72）
（73）
（74）
（75）
「濠洲等業者の悲鳴，議会召集を要求す」（『東京朝日新聞』1936年6月24日）。
「対欧輸出促進・濠洲羊毛業者の決議」（『東京朝日新聞』1936年6月27日）。
「通商紛争の因，日本の低物価」（『東京朝日新聞』1936年6月26日）。
「濠洲側動揺著し？，駐日商務官外務省を訪問」（『東京朝日新聞』1936年6
　　月28日）。
（76）「わが通商擁護法に濠洲政府参る」（『東京朝日新聞』1936年7月3日），前掲
　　『最近日本・英帝国経済関係ノ経過（第四輯）』，81頁。
（77）　「政府攻撃を開始，濠洲羊毛業者起つ」（『東京朝日新聞』1936年7月4日），
　　前掲『最近日本・英帝国経済関係ノ経過（第四輯）』，81－82頁。
（78）　「運賃減八百三十万円，対濠擁護法影響」（『東京朝日新聞」1936年6月26日）。
（79）「商工当局，業者側と打合せ」（『東京朝日新聞』1936年7月3日）。
（80）　「濠洲の輸入新許可制度適用本邦品目追加」（『外務省通商局日報』1936年第
　　156号，1936年7月8日発行）。
（81）　「対日特別許可制，愈あすから実施，ライオンズ首相弁明」（『東京朝日新聞』
　　1936年7月9日）。
（82）　「濠の商議再開提議，外務省は黙殺，村井総領事に訓電」（『東京朝日新聞』
　　1936年7月12日）。
（83）　「対濠報復の効果，九月以降に現はる」（『東京朝日新聞』1936年5月24日）。
（84）「高関税撤廃まで交渉再開に応ぜず，わが対濠方針不変」（『東京朝日新聞』
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　　1936年7月10日）。
（85）　「“声明は虚構の事実”，外務省濠洲に反駁，速に新関税停止せよ」（『東京朝
　　日新聞』1936年7月14日）。
（86）　「通商交渉の再開，現状の儘で応諾」（『東京朝日新聞』1936年7月22日）。
（87）　「羊毛輸入制限，統制委員会設置」（『東京朝日新聞』1936年7月7日）。
（88）　「南米羊毛輸入，業者も統制，日本羊毛同盟会を組織」（『東京朝日新聞』1936
　　年7月7日）。
（89）「南阿南米へ羊毛輸入駐在員，手始めに日毛から出資」（『東京朝日新聞』
　　1936年7月16日）。
（90）　前掲『最近日本・英帝国経済関係ノ経過（第四輯）』，84頁。
（91）　「濠洲側に憂慮深く，交渉再開を要望す」（『東京朝日新聞』1936年7月23日）。
（92）　「日濠交渉再開，濠洲正式に発表」（『東京朝日新聞』1936年7月24B）。
（93）　「濠洲側具体案提出，早急解決を要望す」（『東京朝日新聞』1936年9月3日）。
（94）　「日濠代表あす再び会見」（『東京朝日新聞』1936年9月13日）。
（95）「シドニー羊毛初市，果然，高値を示現す」（『東京朝日新聞』1936年9月1
　　日）。
（96）「シドニー羊毛市，活況に乏し，来週更に下落せん」（『東京朝日新聞』1936
　　年9月2日）。
（97）　「濠紙の楽観論漸く影を潜む」（『東京朝日新聞』1936年9月6日）。
（98）　「日濠交渉決裂，我が回答に承服せず」（『東京朝日新聞』1936年9月19日）。
（99）　「地方党員の不満増大，日濠交渉促進を熱望」（『東京朝日新聞』1936年9月
　　27日）。
（100）「野党政府に肉薄，濠議会の論戦日濠問題へ」（『東京朝日新聞』1936年10月
　　1日）。
（101）「ガレット通商相と語る」（『東京朝日新聞」1936年10月4日）。
（102）「我対策は着々実施，対濠方針揺がず」（『東京朝日新聞』1936年10月7日）。
（103）「南阿毛の第一船，約一万五千俵も積載」（『東京朝日新聞』1936年10月5日）。
（104）「日濠協定成立の可能性十分あり，濠洲政府前途楽観」（『東京朝日新聞』
　　1936年10月27日）。
（105）同上（『東京朝日新聞』1936年10月27日）。
（106）「日濠交渉の前途濠紙も楽観，態度漸く軟化を伝ふ」（『東京朝日新聞』1936
　　年10月28日）。
（107）同上。
（108）「白耳義・チエコ・南阿と新通商条約成立，濠洲政府議会で発表」（「東京朝
　　日新聞』1936年10月30日）。
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（109）「濠洲側の誠意次第，再開も敢て拒まず，村井総領事に訓電」（『東京朝日新
　　聞』1936年11月11日）。
（ilO）「新回訓に基く提案，濠洲側考慮を約す，日濠交渉愈々本格化」（『東京朝日
　　新聞』1936年11月12日）。
（111）「交渉は有望，双方とも楽観視す」（『東京朝日新聞』1936年11月12日）。
（112）同上。
（113）「濠毛市場昂騰，会商好転反映」（『東京朝日新聞』1936年11月12日）。
（114）「我提案に対し濠洲，修正要望，村井総領事近く請訓」（『東京朝日新聞』1936
　　年11月13日）。
（115）「既に原則を承認，濠洲の修正微少，回訓を侯って再交渉」（『東京朝日新聞」
　　1936年11月14日）。
（116）「濠洲政府も解決見越し，新関税案審議を延期」（「東京朝日新聞』1936年11
　　月14日）。
（117）「短期の期限付で関税率可決，濠，交渉成立見越し」（『東京朝日新聞』1936
　　年11月19日）。
（118）「折衝けふ続開，わが対濠回訓到着」（『東京朝日新聞』1936年11月19日）。
（119）「織物輸入数量の開き一千万礪，日濠妥協の折衝進む」（『東京朝日新聞』
　　1936年11月21日）。
（120）「妥協点に達せず，村井総領事再び請訓」（『東京朝日新聞』1936年11月22
　　日）。　　　　　　　L
（121）「日濠通商交渉解決間近，濠洲条約相言明す」（『東京朝日新聞』1936年11月
　　22日）。
（122）「妥協成立に今一歩，数量問題で濠洲譲歩」（『東京朝日新聞』1936年12月2
　　日）。
（123）「四十万俵以上の買付を要求，日濠会商最後の波瀾」（『東京朝日新聞』1936
　　年12月4日）。　　　　　　　　　　　　　　、・
（124）「懸案の濠毛輸入，妥協案を発見，日濠会商最後の仕上げへ」（『東京朝日新
　　聞』1936年12月10日）。
（125）「濠毛輸入許可数量，官民とも異議なし，大綱において両国一致」（「東京朝
　　日新聞』1936年12月11日）。
（126）「会談順調に推移，けふ更に最後的折衝」（『東京朝日新聞』1936年12月13
　　日）。
（127）「新協定原案成り最後的の請訓，日濠交渉大詰近し」（「東京朝日新聞』1936
　　年12月15日）。
（128）「織物協定期間で日濠交渉又も難関，今週の会談一波瀾か」（『東京朝日新聞』
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　　1936年12月17日）。
（129）「協定年度問題，妥協成らず，日濠会商，最後の難関」（『東京朝日新聞』1936
　　年12月19日）。
（130）「日濠交渉再開は明春に持越しか，決裂危機線上を彷裡」（『東京朝日新聞』
　　1936年12月20日），「濠洲の強硬態度，折衝不調で越年か」（『東京朝日新聞』
　　1936年12月20日）。
（131）「日濠妥協に到達，今一回で設立を期待」（『東京朝日新聞』1936年12月23
　　日），「日濠通商交渉，関税調査委員年内に召集か」（『東京朝日新聞』1936年12
　　月24日）。
（132）「妥協案異議なし，外務省昨夜回訓す」（『東京朝日新聞』1936年12月25日）。
（133）「妥協成立の見込み確実，宝刀“擁護法”撤去へ，一切の手続年内完了」
　　（『東京朝日新聞』1936年12月25日）。
（134）「回訓到着」（『東京朝日新聞』1936年12月25日）。
（135）「我が政府の回訓，濠洲受諾を表明，通商取極め事実上成立」（『東京朝日新
　　聞』1936年12月26日）。
（136）「擁護法撤回，関税委員会で可決」（「東京朝日新聞』1936年12月27日）。
（137）「紛争解決の文書，日濠両代表に手交」（『東京朝日新聞』1936年12月27日）。
（138）「日濠通商戦解決」（『東京朝日新聞』1936年12月28日）。
（139）日豪両国の通告文は（「通告文要領」（『東京朝日新聞』1936年12月28日）
　　および「日本と濠洲間通商交渉結果要綱」（『外務省通商局日報』1936年第300
　　号，1936年12月29日発行）で詳細が報告されている。
　　（1936年12月26日付ガレット通商条約大臣の在シドニー村井総領事宛通告文
　　要領）
　　拝啓陳者本大臣はオーストラリア連邦政府がオーストラリア連邦政府日本顧問
　　通商に関し一九三七年一月一日より左の措置を採ることに決定せる旨貴君に通
　　報するの光栄を有し候
　　一，オーストラリア連邦政府は一九三六年七月八日に実施したる日本品に対す
　　　　る輸入許可制を廃止すること
　　二，オーストラリア連邦政府は日本製綿布，人絹布に対し中間税率を付与する
　　　　こと
　　三，オーストラリア連邦政府は綿布及び人絹布に対する中間税率に対し左の通
　　　　りに引下げを行ふこと
　　　　綿布　生地平方ヤードに付一ペンス四分ノー，晒一ペンスニ分ノー，捺染
　　　　　　又は染二ペンス
　　　　人絹布　平方ヤードに付四ペンス
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四，オーストラリア連邦政府は日本製綿布及び人絹布に対し従価五分のプライ
　　メーヂを免除すること
五，一九三七年一月一日より一九三八年六月三十日に至る期間においてオース
　　トラリア連邦政府は日本製の綿布及び人絹布各一ヶ年五一，二五〇，○○
　　○平方ヤードの割合を以て綿布及び人絹布夫々七六，八七五，○○○ヤー
　　ドの輸入を許可すること
　　前記数量の範囲内に於て一九三八年六月三十日に終わる期間中日本より輸
　　出せられたる綿布及び人絹布にして期間内にオーストラリアに到着をせざ
　　るものに対しては一九三八年九月三十日以前にオーストラリアへ輸出せら
　　る限りそのオーストラリァへの輸入を許可すること
　　（1936年12月26日付在シドニー村井総領事のガレット通商条約大臣宛通告文
　　要領）
　　拝啓陳者本大臣は日本国政府が日本国オーストラリア連邦間の通商に関し一九
　　三七年一月一日より左の措置を採ることに決定せる旨貴君に通報するの光栄を
　　有し候
　　一，日本国政府は昭和十一年勅令第一二四号の規定に基く従価五割の附課税及
　　　　び輸入許可制を廃止すること
　　二，日本政府は一九三八年六月三十日に終る期間に於てオーストラリア産毛八
　　　　十万俵の輸入を許可すること
　　　　一九三八年六月三十臼に終わる期間内に於て輸入を許可せられ右期間内に
　　　　日本に到着せざるオーストラリア産羊毛に対しては一九三八年九月三十日
　　　　以前に日本に輸入せらるSものに限りその輸入を許可すること
　　三，日本国政府は一九三七年一月一日より一九三八年六月三十日に至る期間に
　　　　おいてオーストラリア向輸出せらるS日本製綿布（袋製造キヤリコを除く）
　　　　及び日本製人絹布の数量を一ヶ年夫々五一，二五〇，○○○平方ヤードの
　　　　割当を以て左の通制限すること
　　　　綿布（袋製造用キヤリコを除く）七六，八七五，OOO平方ヤード
　　　　人絹布七六，八七五，○○○ヤード
（140）「織物輸出一億五千百七十五万礪，羊毛輸入八十万俵」（『東京朝日新聞』
　　1936年12月27日）。
（141）「両代表の所感」（『東京朝日新聞』1936年12月28日）。
（142）同上。
（143）前掲『最近日本・英帝国経済関係ノ経過（第四輯）』，95－96頁，「対濠貿易統
　　制の大綱方針決定す」（『東京朝日新聞』1936年12月29日）。
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（144）「濠洲側の対日通告内容実施」（『外務省通商局日報』1937年第4号，1937年
　　1月8日発行）。
（145）「友誼更に増進せん，濠洲首相メツセージ」（『東京朝日新聞』1937年1月1
　　日）。
（146）前掲『通商条約と通商政策の変遷』，1013頁。
（147）同上，1012－1013頁。
（148）貿易局『昭和十二年本邦外国貿易状況』（1940年2月），523頁。
（149）「日濠通商復交一その収穫と影響一」（『東京朝日新聞』1936年12月27日）。
（150）「対南阿，亜爾然丁，貿易調整を要求，輸入激増の情勢から」（『東京朝日新
　　聞』1937年2月4日）。
（151）前掲『通商条約と通商政策の変遷』，983頁。
（152）同上，1012－1018頁。
＊追記：「豪州保護関税政策と日豪貿易（1）」の論文要旨および39頁の対豪通商
　　　擁護法発動日は，1936年6月25日ではなく，1936年6月24日である。
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